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平成 28年第２回玉城町議会定例会会議録（第２号） 

 

招 集 年 月 日  平成 28年６月８日（水） 

招 集 の 場 所  玉城町議会本会議場 

開    議  平成 28年６月９日（木）（午前９時 00分） 

出 席 議 員     １番 中村 長男   ２番 山口 和宏   ３番 竹内 正毅 

４番 中西 友子   ５番 前川さおり   ６番 小林  豊 

７番 井上 容子   ８番 北川 雅紀   ９番 北   守 

１０番 坪井 信義  １１番 中瀬 信之   １２番 風口  尚 

１３番 奥川 直人 

 

欠 席 議 員   なし 

 

地方自治法第 121条の規定により説明のため出席した者の職・氏名 

町 長 辻村 修一  副 町 長 小林 一雄  教 育 長 山口 典郎 

会計管理者 前田 浩三  総合戦略課長 林  裕紀  総務課長 田間 宏紀  

税務住民課長 北岡  明  生活福祉課長 中村 元紀  産業振興課長 中世古憲司  

建設課長 東  博明  教育事務局長 中西  元  上下水道課長 中西  豊  

病院老健事務局長 田村  優  老健施設所長 藤川  健  総務課長補佐 里中 和樹    

教育委員長 小林 扶由  監査委員 中村  功    

 

職務のため出席した者の職・氏名 

議 会 事 務 局 長 田畑 良和  同 書 記 宮本 尚美  同 書 記 田中 孝佳吉   

 

日    程  

第１. 会議録署名議員の指名 

第２. 町政一般に関する質問 

 

質問者 質 問 内 容 

北   守 

P2～P15 

（1）防災（震災）対策について 

（2）町補助金規定にいう自治区要望の取り扱いについて 

奥川 直人 

P15 ～P28 

（1）地方創生計画及び第５次後期総合計画について 

（2）３月町長施政方針について 

竹内 正毅 

P28～P34 

（1）人口問題の活性化対策について 

（2）空家・空き地対策について 

中西 友子 

P34～P39 

（1）国民健康保険について 

（2）健康づくりについて  
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前川さおり 

P39～P41 
（1）耕作放棄地（休耕地）の現状と再生について 

井上 容子 

P41～P50 

（1）職員の資質能力と採用について 

（2）町おこしに向けての同窓会について 

（3）中山間地における里山管理について 

北川 雅紀 

P50～P65 
（1）公共施設の設備について 

 

◎開会の宣告                          （９時 00分開議） 

○議長（中瀬 信之） ただ今の出席議員数は 13名で定足数に達しております。 

  これから、平成 28年第２回玉城町議会定例会第２日目の会議を開きます。 

  本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

  日程第 1 会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員は、会議規則第 127条の規定により、議長において 

３番 竹内 正毅君   ４番 中西 友子君 

の２名を指名します。 

 

◎日程第２ 町政一般に関する質問 

  次に、日程第２ 町政一般に関する質問を行います。 

  それでは、最初に、９番 北 守君の質問を許します。 

  ９番 北 守君。 

〔９番 北  守議員が登壇〕 

 

≪９番 北   守 議員≫ 

○９番（北   守） おはようございます。議長のお許しいただきましたので、通告に基

づき一般質問をさせていただきます。今日はまず１点目に、防災対策、震災について。２

点目は、町補助金規定にいう自治区要望の取扱いについてであります。 

まず１点目の防災対策、震災についてお考えをお聞かせ願います。今般、平成 28年熊本

地震において、震度７を２回経験する大地震になり、甚大な被害となりました。49名の方

がお亡くなりになり、さらに１名の方がまだ不明です。そして、関連して 20名の方が地震

関連でお亡くなりになられたということで、この場をかりて追悼の意を表したいと思いま

す。 

ここ 20年の間に、阪神・淡路大震災や東北を中心とした東日本大震災と、たくさんの尊

い命が奪われました。今般の地震も、余震回数が 1,600回を超える大地震となり、ライフ

ラインの破壊などにより、電気、ガス、水道や公共交通のマヒで、支援物資が届かないと

いう地域も見られました。また、被災者の健康状態の悪化など、この地震からいろいろな

課題が浮かび上がったと、専門家は指摘しております。 
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この私たちの住む東海地方においても、海溝型の地震がいつ起きても不思議でないとい

われる大地震のレッドゾーンでございます。玉城町においても震度６強の揺れを想定して

いる地域でもあります。玉城町は平成 28年３月に、玉城町地域防災計画を策定しておりま

す。今回、熊本市長の記者会見でも計画の想定外であったと見直しを示唆されました。一

般の住民の方々においても、東日本大震災等を他人事のように捉えていたということで、

反省をされておったことを記憶しております。 

では、玉城町においては地域防災計画の資料編が、ここにあるんですけども、かなり詳

しく載っております。詳しく想定しておりますが、今回の熊本地震を通じ、この資料編を

手直しする必要があるのか、ないのか。その点をお伺いしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君の質問に対し、答弁を許します。 

  町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） ただいま北議員から防災、震災対策についてのご質問をいただきま

した。未だ終息をしない熊本地震につきまして、亡くなられた方のご冥福と、そして一刻

も早く復興できますように願うものでございます。また、先般は議員の皆さんにおかれま

しても、義援金をお寄せいただきまして、厚く御礼を申し上げる次第でございます。 

お尋ねの防災計画の見直しについてでございますけども、ご承知のように、この 28年３

月に、玉城町防災計画を策定をしたわけであります。しかし、熊本地震をはじめいろんな

新しいデータが出てきておりますから、そうした最新情報も加味しながら、毎年改定をし

ていかなければならないのではないかと考えておる次第でございます。 

まずは、この熊本地震につきましては、ご承知のように津波の被害はなかったわけであ

りますけれども、人災、亡くなられた方はじめ、多くの被害に遭われた方、多くの建物が

倒壊したわけでありまして、この地域に将来起こるであろうと想定されておりますところ

の南海トラフ地震、これが発生した場合には、この玉城町でもよく似た被害が起こると想

定をするわけであります。 

策定しました玉城町の防災計画では、地震におきましては、過去最大クラスの南海トラ

フ地震が発生した場合には、震度予測は震度６強、被害想定として死者 20 人、重傷者 30

人、軽傷者数 200人、建物被害は全壊、消失あわせて 500棟などを想定をしておるわけで

ありまして、しかし、今後、国県において熊本地震の分析調査等により、あるいは被害想

定によって、それぞれの防災計画も改定されていくのではないかと思っておるわけであり

ます。 

したがって、３月に策定をいたしました計画が完全なものであると考えておりませんの

で、これら回りの変化、動きにあわせて随時更新を図っていく必要があるのではないかと

考えておるわけでございます。 

以上でございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 今般の地震を見まして、状況を鑑みた上で改訂も含めて考えていく

というご答弁をいただいたわけですが、玉城町は防災計画の中に、指定避難所というのが

６箇所ございます。小学校４校、それから保健福祉会館と中央公民館と、私は認識してお

るのですが、６箇所ということですが、今回の地震の中では物資が届かなかったというこ

ともありまして、例えば物資は指定避難所までは届く計画は、ここに書いてあると思うん

ですけれども、自主避難所といわれる第 1次の公民館とか、さらには会所といわれるとこ
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ろへ物資が届くようにはなってないように思うのです。そこら辺は明確に計画に示されて

いないように思うので、そこら辺をどうしていくのかどうか、その点をお伺いしたいと思

います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 今年、策定いたしました地域防災計画におきまして、まず最初

に自助、共助、公助という考え方を初めて取り入れをさせていただいた。その中で、自助、

共助、町民の皆さん方が取り組む部分、そして、役場関係機関が取り組む公助という形で

の構成で、災害予防計画、そして災害対策計画というものを策定したところでございます。 

物資の届かなかったという、今回、熊本の中での大きな要因といたしまして、全国から

県のほうに、まずもって災害拠点の物資という拠点施設がございます。新聞報道等も含め

てみますと、まずもって災害拠点の県の単位とした拠点施設から、人員不足によって各市

町への拠点施設へまずは届かなかったということで、大きく広域の拠点施設で山積みにな

った。それを配分するノウハウ、人員不足というのがなかったということで、それからさ

らに市町の拠点施設から、さらに避難所のほうへの分配がうまく届かなかったということ

で見ておるところでございます。 

玉城町におきましても、この防災計画等の中で自主避難所という形で、今、議員仰せの

６箇所の指定避難所から自治区、また自主防災組織が運営を行います自主避難所、主体的

には地元の皆さん方で運営をいただくわけでございますけど、議員ご指摘のとおり指定避

難所と自主避難所との連絡調整、それも今、大きな課題となっております。 

今、私が先に申し上げました県の災害拠点の物資の流通施設から町の施設、そして、そ

この連絡というのが今後の大きな課題として、私ども捉えておりまして、今、県とこうい

うふうな拠点の流通のノウハウを、どのような形でやっていくか。役場職員、ボランティ

アの方々ではやはり仕分けという作業になってきますと、例えば集配業者とか、そこら辺

の連携を保ちながらやっていく必要性があると考えておりますし、また、地域の皆さん方

の連絡調整を保ちながら、どこに何人の方がみえるかということも含めて、連携が今後の

大きな課題として捉えておる。今どうするということは、お答えとして申し上げられませ

んけれども、取り組む必要な課題として認識をしておるところでございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） １次避難所から２次避難所への経路ということで、今、協議ないし

は課題ということで、早急にこれはお願いしたいところでございます。続きまして、これ

も踏まえて、今、課題とおっしゃってみえたんですけども、役場職員の皆さんは図上訓練

というのを何回や、回を重ねておられるということで、研修を行ってもらっておると思う

のですけども、その内容がやっぱり見直しが必要かどうか。そういう点、必要なら今後ど

こをどう修正していく考えがあるのかどうか。例えば、それをやられたかどうかはわかり

ませんけれども、出勤を徒歩で、歩いてやってみるとかなんかと、いろいろな方法がある

んですよね。図上訓練といえども、実際の行動も合わせて訓練をやってもらったかどうか。

そういう課題があれば修正する必要があれば、その点をお聞きしたいと思いますが、その

点どうでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 町職員の訓練ということで、昨年度の図上訓練につきましては、

この地域防災計画策定にあたりまして、地震発生時、また風水害の発生時にも職員及び課
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の役割分担を確認するという内容で、役場職員の取り行いをさせていただいたところでご

ざいます。例年やっております訓練につきましては、毎年、参集訓練ということで、早朝

の参集訓練、そして図上訓練ということを計画いたしております。大きく今、先にお話が

ありました自主防災組織と避難所との連携ということを想定した訓練。そして、また実際

に避難所での運営訓練というものが、大きな課題という形で認識をしております。 

限りある職員、人材の中で、全てにおいて役場が避難所を運営できることは不可能だと

考えておりますので、地域の皆さん方にいかにご協力をいただき、連携をしながら、避難

所の運営ができるかということ、これらを考えてございますので、本年につきましては各

小学校区の避難所の運営訓練等々を地域の皆さんと役場の職員と一体になりながら実施を

していきたいと考えておるところでございます。避難所の運営訓練の中には、当然各自治

区の皆さん方、そして、自主防災組織の皆さん方も加わってもらいながら、さらに自主避

難所の部分の運営の訓練とか研修等も併せ持って、実施をしていきたいと考えております。

以上です。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 課題がまだまだ見えてくると、山積みということで理解させていた

だきました。資料編、これを見せていただきますと、ちょっと町長が冒頭ご答弁の時に、

数字が若干違っておったんじゃないんですけども、過去最大クラスの南海トラフ地震とい

うことで、死亡が約 20 名とおっしゃってみえたんですけども、私ここでちょっと言わさ

せてもらいますと、理論上の南海トラフ地震が起こった場合の、理論上の計算、これが同

時に出ております。これでいきますと、例えば冬場の夕方に発生、これが一番被害が甚大

です。それで、理論上の最大クラスの東南海トラフ地震が発生した場合、これを想定しま

すと、死者は約200名、それから負傷者は500人を想定し、建物は全壊消失をあわせて2,900

棟、さらに避難者は１日あとで 6500人、１カ月あとでは１万 2000人となっておると。こ

の資料ではそうなっております。 

  町の人口が１万 5500 人ですから、約８割の方が被災することが想定されることから、

町の機能がマヒしてしまうのではないかと危惧するところでございます。ここで、今回の

熊本地震の経験から庁舎の破損で、役場機能が果たせなかった自治体があったわけですが、

玉城町は役場機能が維持できないと判断した場合に、どこに災害対策本部を置くつもりか、

またその予定している施設は、どこなのか教えていただきたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 今のご質問でございます。役場庁舎の関係につきましては、平

成 24 年、25 年で耐震補強工事を実施させていただき、昨年度、太陽光発電設備、蓄電池

の設備を完備したところでございます。万が一被災をし、災害対策本部が十分な機能が発

揮できないということを判断した場合につきましては、保健福祉会館を第２防災拠点とし

て、活用する計画でございます。 

  そして、保健福祉会館につきましては、今年度、太陽光発電、そして蓄電池設備の工事

を実施いたしまして、計画をし、さらに今回、補正予算でお願いをいたしております窓ガ

ラスの飛散防止対策の工事もあわせて実施をしていこうということで、第２の拠点施設に

つきましても、整備を今年度中には完了すると考えておるところでございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 第２対策本部ということで、今の保健福祉会館というご答弁をいた
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だきましたのですが、ここには社会福祉協議会が現在入っておるわけですが、役場機能を

持ってきくる場合、そのスペースで大丈夫なのかどうか、その点ちょっと心配するところ

ですけどお伺いしたいところです。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 場所等につきましては、通常使います集団健診施設等もござい

ます。また育児の部屋もございますので、そういう畳の部屋等々も合わせながら、設置、

運営をしていきたいと考えておるところでございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） ちょっと話があれですけど、保健福祉会館で蓄電池の整備や太陽光、

それで天井落下の工事等を、耐震化を進めていただいておるということは、着々としてい

ただいておるということで理解するわけですが、中央公民館という選択肢はなかったんで

しょうか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 中央公民館につきましては、建築が昭和 58 年の工事というこ

ともございまして、やはりより最近の建築の建物ということ等も考慮し、そしてまた、構

造的な部分の中で、そんなところ諸々を考慮し検討した中での結果ということでございま

す。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） では、この話は保健福祉会館ということで、こういうことにならな

いように、是非願っておるわけですが、さて今回の地震の教訓といたしまして、先ほども

答弁でもいただきました。自分の命は自分で守る、自分の地域は自分たちが守る。ここで

隣近所とのつながりが大切になってくるわけですが、自主防災組織は 68 自治区中６自治

区、それから自衛消防団は 16消防団が、今、組織されております。計 22に止まっておる

という言い方のほうがいいのでしょうか。この中で自主防災組織については、組織化を図

る速度を早めてもらう必要があるのじゃないかということで、前回の議会説明の中でも、

28年度の重点目標として、その自主防災組織を重点的に組織化を進めていきたいと説明が

あったわけですけども、今までできてこなかったものが、本当にできるのかなという疑問

が湧いてくるわけです。できる見込みがあるんでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 議員仰せのとおり今現在、町内には自主防災組織が６組織、そ

してまた自衛消防団という形で 16団体、地区数にいたしますと 20地区ということでござ

います。自治区に対する非常に組織数が少ないということで認識をしておりまして、過去

の震災においても、自助、共助という人命救助等に大きな力を発揮した実績ということが

ら、今議員、仰せのとおりこの組織化、組織数の増というものは急務であるということで

認識をいたしております。 

  そのため本年度におきましては、防災担当の主幹を専任をいたしまして、今回、策定を

いたしました地域防災計画の自助、共助編という部分の、町民の皆さん方にもっとわかり

やすいような形でのガイドライン的なリーフレットを作成いたしまして、県の防災専門員

のアドバイザーの協力も得ながら、各自治区のほうへ積極的に訪問させていただき、研修

等の訓練も合わせて実施をしていきたいということを考えております。こういう研修を積

み重ねる中で、自助、共助という形での意識改革を行っていきまして、自発的な自主防災
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組織の組織化を図れるように努めてまいりたいと考えております。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 今の答弁ですと、啓発あるいはそういう主幹を置いて、専門的にや

っていくということは、よくわかるんですけども、組織化という問題になりますと、これ

はまた違うんですよね。そこら辺がやっぱり何年までにこれを何％をやりあげていくとい

う、そういう目標がやっぱりあるのか、ないのか、そこら辺が心配するところですので、

もう一度ご答弁願いたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 68 自治区一律というわけにいきませんので、68 自治区、ご承知だ

と思いますけど、いろんな自治区があります。中には９戸ぐらいの世帯数の自治区もあれ

ば、大変子どもさんがいない、特に旧田丸町内の自治区がそうでありますし、そして高齢

化もどんどん進んでおる。中にはいつも意見が出てくるんですけど、町の消防団員が出せ

ない、なっとしたらいいんやと、それが率直な悩みなんです。だから、なかなか区の事情

がありますから、一気には進みませんけれども、どうしたらいいのか、そういうところは

担当が出て、そして、いろんな方法を模索していきたいと、こんなふうに思っています。

事情がいろいろありますから、しかし、随分とできるところは積極的に動いてきてくれて

おるなというのが、今の実態でございます。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 今年度につきましては、こういう新しく実施をいたします地区

への訪問地区数につきましては、担当から 20 地区を目標にするという考え方を持ってお

ります。そしてまた、組織化につきましては、平成 32年を 10地区まで増やすという考え

方で進めておるところでございます。以上でございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 具体的な数字をいただきました。さらに町長からも区の事情もある

ということで、理解させていただきました。この話を聞かせていただいて、万一の場合は、

今地震が起こったと、こういう時は今、組織があってもなかっても、区の中でやっぱり自

分たちが守っていく自助、共助と今おっしゃってみえたんですけど、という形でとられる

と思うんです。それだけにやっぱり区を大事にしていきたいと思うんですけども、毎年、

区長を対象にまちづくり研修を実施していただいております。防災研修を継続的に続けて

いってもらっていると思うんですけれども、今までに５年間あまりやっていただいたんで

すが、何か効果が出てきたのかどうか、その点をお伺いしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 効果等につきましては、実際このまちづくり研修に参加をいた

だいて、そのあとに組織化された地区もございます。今、この 23 年度から実施をいたし

ております防災まちづくり研修という内容でございますけど、今年度も実施の計画をいた

しておるところでございます。これらにつきましては、昨年、参加者の皆さん方からいろ

んな声を聞かせていただきますと、どうしても平日になりますと２日間、休まなければな

らんということ等も合わせて、今年度は週末等も併せ持った形での計画をいたしたいと考

えておるところでございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 確かに地道にやっておられるということもありまして、効果は上が
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っておると思います。区長経験者ないしは区長を止められてもですね、防災の意識を持っ

て、区の中で働いておられる自治区もあります。そういうことも考えてみますと、やっぱ

り地道にやってきたのかなとは思っております。 

  それから、自治区への情報提供につきましては、広報で随時に知らせていただいておる

と。マップもつくっていただいて、知らせていただておるわけですけども、地域担当制と

いうのが、この玉城町独自にあるわけですけど、これは切れ目なく、そういう担当制の職

員を活用する活用方法を考えておられるのかどうか、お聞きしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 地域と自治区、役場とのつながり連携ということに関しまして

は、非常に重要な施策の一つと捉えさせていただいておりますし、また、議員仰せの中で

の地区連絡員、役場では地区担当ということで、各地区に役場担当職員を付けさせていた

だいておると。これにつきましては、今まで同様に各区長さん方を毎月、訪問させていた

だいて、これにつきましては、毎月発行します広報紙を持参し、区長さんとの連携を図る

ということを、面談をいたしまして、綿密な連携を行っておるという状況。 

これにつきましても継続して実施をしていきたいと考えておるところでございますし、

また、今年につきましては、５月に開催をさせていただいております小学校区単位の、町

の幹部、そしてまた地域の自治区の区長さん、民生委員さん、社会教育委員さん、保育所、

学校の関係者の方々、また駐在さんも含めまして、意見交換会、講話会という形で開催を

させていただいておるところでございます。こういう中でも防災関係の事がら、そしてま

た各地域での自主的な取り組み等々の意見交換をさせていただき、連携を深めていただき

たい。 

また、喫緊の課題等につきましても、・・させていただき、それに向かっての対策も講じ

ていきたいと考えております。そして、また今年につきましては、町長、当初はじめから

各区長さん役員さんとの意見交換、町政懇談会という形で実施をさせていただいておりま

す。これにつきましても、現在 34地区の自治区の区長さん、役員さん方と意見交換をとら

せていただいておるということでございまして、あらゆる手段を講じて、自治区の皆さん

方との連携強化を図っていきたいということを考えておりますし、この地区の担当者につ

きましても、その中での・・・を担うと考えておるところでございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 区が一つの単位ということで、役場も努力されておるということを

よく理解したわけです。さて、ちょっと問題が変わるんですけども、当初予算に農村地域

防災減災事業ということで、ため池の 4,850万円が計上されました。それで、既に動き出

しておると。これはパンフレットとそれからため池の改修と、ちょっと理解しておるわけ

ですけど、町内のため池は耐震調査も含め、現在、調査中だということを聞いております。

資料編の中を見せてもらいますと、30箇所ため池があるわけです、町内に。 

  この間の熊本地震でも、あそこのため池が決壊したら、橋が流れるぞというところが映

像で出ておったわけですけども、宮古の汁谷池をはじめとした人家に影響のあるため池は

23箇所あると。23箇所全部が警戒ため池となっておるというところに、少し問題があるわ

けですけども、ため池の改修を必要とする箇所は、一体何箇所あるのか、改修する箇所は

何箇所あるのか。また、改修が必要と判断できることになれば、いつまでに改修していく

のか。計画はどうなっているのか、その点をお伺いします。 
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○議長（中瀬 信之） 建設課長 東 博明君。 

○建設課長（東 博明） 先ほどのご質問でございますけど、平成 25 年度にため池の一斉

点検をいたしました。その中で 30 箇所のため池の調査をしたわけでございますけども、

これでは簡易的な調査ということでございましたが、構造的に決壊にいたるようなものは

ございませんでしたが、先ほど議員おっしゃられた警戒ため池という人家に影響のある可

能性のある箇所でございますけど、23箇所とおっしゃられましたが、こちらが認識してお

るのが 24箇所でございます。 

  その中で漏水のひどいため池が２箇所ございました。それと、またさらに詳細な点検や

調査が必要と判断されたため池が 10 箇所ございまして、順次、地質調査や耐震性の点検

診断を行い、合わせてハザードマップの作成を進めておるところでございます。本年度の

予算でございますけど、さらにハザードマップの作成、それと、耐震性の点検診断を進め

たいということで、予算計上しておりまして、まだ改修の予算というのを計上してござい

ません。さらに現状の把握を進めていきますとともに、27年度に先ほどの改修の必要な漏

水の必要のあるため池につきましては、設計が完了しておりまして、ただいま予算要望し

ておりまして、折衝中でございます。 

  それとまだ一斉点検の中での簡易な調査の中におきましても、にじみ程度の確認されて

いるため池というのも多数ございまして、今後さらに詳細な調査設計を進めていかなけれ

ばならない部分もございます。ですので、まだ修繕箇所というのが確定してございません

ですし、これらの調査を進めていく中で、箇所が確定をいたしました段階で、年次計画を

立てて進めていきたい、そんなふうに考えております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 担当者の方は現地を歩かれておると思うんです。これはどんな状況

にしろ、どんな形にしろ、山を歩いてため池の回りを歩いて、どうなんやということは確

認しておられると思うんですけども、そこら辺は早急に人命に関わる問題ですので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

  それから、これは特にですけども、今回ヘリコプターの応援も非常にありまして、熊本

地震では大変威力を発揮しました。玉城町にはヘリポートがないんですけども、ヘリポー

トを今後、考えていく考えがあるのかないのか、その点をお伺いします。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 地域防災計画の中にも、防災ヘリコプターの応援要請計画とい

うものもございます。そして、応援要請、そして受入体制の構築、要請の原則、要請の方

法、活用内容を明記しておるところでございます。ヘリポートにつきましては、各小学校

のグラウンド、玉城中学校のグラウンド、そして、お城広場という６箇所をヘリポートと

して指定をいたしておるということでございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） それでよくわかりました。あと水が不足したということも聞いてお

ります。古井戸の活用、以前にも質問された議員もおりましたんですけども、井戸の活用

も是非考えていってもらいたいと思います。いろいろと今回の地震で、課題が浮き彫りに

なりました。今般の地震は本当に予測のつかない地震でもあったわけです。それで、ここ

で広報６月号に町長のコラムが載っております。このコラムはこの時期に載せていただい

たんだと思いますけども、熊本地震のことが書いてありました。この中でちょっと１点聞
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きたいことがあります。といいますのは、今後ともに助け合う地域での防災活動をお願い

すると同時に、小学校区ごとの防災訓練を実施してまいりますと、こうコラムの中には書

いてあるんですけども、それならいつ実施なのか、また具体的にそういうことがわかって

おればお聞きしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 小学校単位での訓練の実施ということ。これにつきましては、

先にお話させていただいた避難所の運営の訓練ということになろうかと思います。これに

つきましては、夏から秋以降ということで、その前にも、先にもお話が出ておりました防

災まちづくり研修会の実施をさせていただいて、その後、この研修会を夏に実施をし、そ

の後、各小学校区の訓練ということで秋までには済ませたいと考えておるところでござい

ます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） ちょっと私の認識が甘かったんですけども、甘かったというか、ち

ょっと考え違いしておったのですけども、いわゆる小学校区ごとの避難所の運営に対する

訓練ということで理解させてもらいましたし、秋までにということで、これ確認させても

らいましたので、是非やっていただきたいと。最初の一歩からやっていただきたいと思い

ます。 

  それからコラムの中に、これは非常にいい言葉だなと思いましたのですけど、是非日頃

から災害に対する備え、家具固定や耐震対策を行い、身の安全を確保してください。また、

生き延びることのできた人の約８割は、家族や近所の住民による救助でした。したがって、

普段から近所つきあいが大切ですと、このように町長は結んでおられます。まさに私もそ

のとおりだと思います。今回の熊本地震の教訓を生かして、対策を今一度点検していただ

きたいと思います。 

  災害に強い町として、今後の防災対策を見直し、町民の安全に最善を尽くすことをお願

いして、この質問を終えたいと思います。 

次に移らせていただいて、２点目の自治区未加入者の補助金等の要望、取扱いについて

のお考えを聞かせていただきます。現在、玉城町には 68自治区ございますが、毎年自治区

から要望書が出され、それに基づき予算措置の必要なものは予算化して、要望の実現に努

力していただいております。 

ところが自治区の組入りをしていないお宅も、年々増えてきている状況だと聞いており

ますが、例えば集落の基区ですね、回りに小規模な団地が増えてきていますが、ここに住

む住民の方は、区入りをしていない世帯があるので、区の恩恵を受けることはありません。

区入りがない世帯について、普段からのつきあいが手薄になっていかないか、心配する危

惧するところであります。 

災害についても自助、共助の観点から考えますと、絆が保たれていないかどうかという

ことが、気がかりでもあります。町としても一般質問でも、他の議員さんから何回か質問

され実行にも、今現在、移されておりますが、区への未加入者の具体的にどのようにして

いるのか、対策をどのようにしているのか、区、町として、区入りを積極的に進めてもら

った成果はどうであったのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 区入りの加入促進ということでございます。これにつきまして
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は、平成 25 年６月に役場職員の中で、自治区加入促進検討会議というものを設置をいた

しまして、検討を重ねておるところでございます。区長さんにもご協力をお願いいたしま

して、加入促進に関するアンケート調査というものを、当時実施をさせていただいた。そ

の結果といたしまして、68自治区の中で 53区の回答がございます。そのうち 37％が全世

帯加入をしておるという内容でございました。 

そして、未加入世帯に対します自治区は独自で加入促進をしている自治区につきまして

は、34区の中で、10地区で、口頭なり文書で実施をしておるという結果内容でございまし

た。これらの結果を受けまして、自治区に加入をしましょうという形で、このような形の

パンフレットを作成させていただいております。 

そして、転入の手続きの窓口におきまして、このような今、申し上げましたパンフレッ

ト等とあわせて加入促進を図らさせていただいておるというところでございます。この加

入促進の中には、配付する時には、加入するのはということで、あなたの住んでいる自治

区の連絡先と、ここを明記して地区がはっきりわかるような形での連絡先等を明記をして

配付をさせていただいておるということでございます。 

効果等々につきまして、加入の実績数等々を見ますと、非常に数字的に加入の率が上が

っておるかというと、やはり 80％弱ということで横ばいのような状況でございます。です

けど、やはりこのような活動を、やっぱり進めることによりまして、維持がさらにという

ことは非常に難しいところはあろうかと思うんですけれども、維持をしていきたいと考え

ておるところでございますし、また、加入促進につきましては、総務のほうで戸別受信機

の申込みという形での防災無線の戸別受信機の配付をさせていただいています。これらを

有効に活用していただくということ等も含めて、役場からの放送だけじゃなしに、地域で

の放送が流れるということも含めて加入促進を図っておるところでございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 総務課長の答弁で、よくわかったんですけども、そもそも区入りに

つきましては、区と当該世帯人との間の問題であります。したがって、行政がどうこう言

うものではありませんけども、今、言っていただいたようにパンフをつくって、推進して

いくのが、やっぱり役場であると。そういうふうに先頭に立って、今後もよろしくお願い

したいと思います。 

今後はどれだけ努力してもらっても、ちょっと言い方が悪いんですけども、だんだんこ

ういうケースが増えてくるんやないかということで、行政も認識した上で進めていってい

ただきたいと思うわけですが、次、今日、一番聞きたかった、本来の質問に移っていくわ

けですが、現在の補助金規定というのがありますよね。それで、これは玉城町の場合は、

条例で決まっておりませんので、玉城町補助金交付規則というのがあるわけですけども、

規則ですので、議会でとやかくこの内容がどうのこうのというものではありませんけども、

住民生活に密着した問題として、今回お聞きするわけですが、この規則の補助対象者が自

治区を主体とした補助制度の背景になっているように思うわけです。 

これは玉城町の行政の基本政策そのものと受け取っていますから、ここで質問を進めて

いくわけですが、これは１つの例ですけども、あるところで振興住宅には防犯灯がない。

そこの住民が暗いから付けてほしいという話があった。そこの住民が補助金申請をしたい

が、するには役場の職員が区へ言ってもらうようにと、役場で言われたということです。

この話は実際にあった話です。職員が区長に言うように伝えたんでしょうか、本当に。そ
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ういう認識でいいのかどうか。もしそういうことなら振興住宅の人たちは、組入りしてい

ないので、補助金申請ができなくなるのではないかと思うんですけども、その見解はどう

でしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 振興住宅の形態にもよるかと考えてございます。区長さん

に言っていただくというのは、その地域としての全体のバランスを見ていただく必要があ

るということの中で、区長のほうに一度ご相談いただいて申請をしていただきたいという

格好で、窓口のほうで対応させていただいたものと認識しております。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） ということは通常は区長に言っていただくというのが、役場の指導

方針だと、こういうふうに理解してよろしいんですか。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 町といたしましては、こういう要望関係につきましては、

個人での申し入れというのを、原則承っておらずに、全体の区としての要望、何名かの集

団という感じですかね、多数の方での団体なりということでの申請を受けさせていただい

ておる、そのような観点からこのような対応をしたものでございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） ちょっと時間がなくなってきましたので、答弁も明確にお願いした

いと思います。 

結局どうしたらいいかわからずに、こんなやり取りの中で、防犯灯の実現はできなかっ

たというケースがあります。これは事実です。ここで補助金等の規則ですが、この中に 10

人以上で組織している青少年婦人団体とあるのは、区としてという、そういう意味で捉え

ていいのかどうか。その点お伺いします。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 補助金交付規則の第３条におきまして、事業の主体という

ところでございます。第１項につきましては、農業組合、土地改良区、行政区ということ

でうたってございます。今、北議員がおっしゃいましたのが、２項にうたっております、

10人以上で組織する青少年団体、そのあと続いて生活環境施設の整備ということで、防犯

灯にあたりましては、この生活環境施設の整備ということで捉えていただければいいかと

考えておりますので、10名以上の方での団体であれば、それを事前に町で認定しておれば、

補助する団体となりうるということでございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 規則の中ですので、ちょっとここら辺が読み違えすることがあると

思うんです。そこで、この小規模の団地の場合、10人以上という考え方と、どこに文書が

かかっておるのか、ちょっとわかりませんけども、もう少しわかりやすく文言を整理する

というか、そういうお考えはありませんでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 今の段階でこの文面を見直す予定というのはないという考

え方をしてございます。もう１点、他方、別の見方ではございますけども、防犯灯を設置

いたしますと、電気代とか発生してまいります。また、その後の維持管理の費用等も発生

してまいりますので、それがしっかりした団体ではないところに補助をするというのは、
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いかがなものかということの中で、事前登録していただければ、事前に承認を得ていただ

ける団体であれば、補助金を交付させていただくという考え方でございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） ということは、10人以上で組織している団体、環境の団体とちょっ

と意味が違うんですよね、これはたぶん。たぶん意味が違うんですよ。それで 10 人以上

で組織しているということが、一つの要件であって、それで未加入者というのは、環境で

あろうとなかろうと、それとは関係ないと思うんです。その中の解釈がなんか昔の規則の

ままで残っておるように思うので、これをもっとわかりやすい条文に、やっぱり変えてい

ただきたいと。 

それで、特に未加入者の小規模な団地単位で、防犯灯が設置してもらえるような規則、

規定に改定する考えはあるのかないのか、その点をお伺いします。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） ただいまの補助金交付規則での条文の解釈の捉え方と考えてご

ざいます。今この条文の 10 人以上で組織しているものの文言が、今、議員仰せのとおり

清掃面、婦人団体だけじゃなしに、今、中村課長が申し上げました生活環境の整備とか、

生産条件等々の目的とする生産団体ということで、やはり個人の補助というものは公共と

してできない。ある程度、組織化をいただいて、その中での役場のほうでの承認という形

ですけど、お互い了解した中で、補助規定をしておるということでございますので、現在

これを考えるという考え方ではありません。運用の中で、議員仰せの中での対応も十分図

っていきたいと思っておりますし、また、課題としては今、申し上げました維持管理の部

分、どうしていくんだというところがございますので、そちらのほうも協議をさせていた

だきながら進めさせていただきたいと考えております。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 時間も押し迫ってきましたので、ちょっと端折っていきますけども、

次に、これによく似たケースで、ほかにもごみの集積所の使用については、区に対して補

助金を出しておるわけです。それで、未加入者の住民の方は、よくトラブルがおきると聞

いております。ある区によっては、年間 300 円を出して、それで組入りしていない方に、

ごみを捨てていただいておるということもあるんですけれども、ごみの場合は町の責務と

して、廃棄物の処理及び清掃に関する法律により、ごみ運搬収集を行うことになっておる

わけです。 

住民である以上、ごみの収集や運搬を処理しなければなりませんと。加入者、未加入者

関係なしにしなさいということになっておるので、ここで資源ゴミの集積所の場合は、所

有が町です。これから可燃ごみ等の集積所の所有権は、一体どこにあるのか。区か町か、

たぶん区だと思うんですけども、その点をお伺いします。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） おっしゃるように可燃ごみの集積場につきましては、自治

区の所有という格好になってございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） そうしますと、集積所の補助金の補助決定、あるいは集積所を直す

費用については、区の所有ですから、当然、区に補助決定が降りるわけですけど、現状の

未加入者の場合は、補助金が出せないと思うんです。もしつくりたいという団地、小規模
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団地があった場合。その時に、町としてもどういう対応をされるのか、その点をお聞きし

ます。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 現在、可燃ごみの収集のステーションにつきましては、220

箇所を超える箇所がございまして、そのうち 56 箇所につきましては、自治区ではない、

設置主体ということで、団地の開発時であるとか、小さい団地の中で共同でつくられたと

か、そのような経緯のものもございます。ですので、先ほど 10 人以上の団体ということ

でございましたら、そのエリアの方でつくっていただければ、補助のほうはさせていただ

けるので、その補助を使っていただいて、集積所をつくっていただくことは可能かと思い

ます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 10人以上という要件、よくわかったわけですけど、これを解決しよ

うと思ったら、資源ゴミの所有権は町です。それで、今いったように、ごみの集積所は区

です、所有権が。ごみの集積所を区の所有じゃなしに、町でもった場合、補助金を出す必

要がなくなるわけです、直営でやれば。そういう場合は加入者、未加入者、関係なしにで

きますので、そういうところの考えはあるのか、ないのか、直営にするという考えがある

のかないのか、その点をお伺いします。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 先ほど来からの地域のつながりということも、町のほうで

推進させていただいておるところでございますし、仮に北議員おっしゃいますように、町

のほうでの所有ということにさせていただきますと、ごみの集積所のあたりの清掃を地域

でやっていただいておる。この部分がなくなっていくのではないかという懸念もございま

す。これは１つのきっかけではございますけども、生活していただきましたら、必ずごみ

の排出が出てこようかと思います。 

そこで、ごみの集積所で、地域の方と、近くの方と顔を合わせていただく、その機会を

捉えて、地域づくりにつなげていただくことも必要ではないかと考えておりますので、現

在のところは直営で設置するという考え方はないと考えてございます。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） このままでいくということですけども、これ時間もありませんので、

町長にこれはお伺いしたいと思います。現在の 10 名以上という解釈が、私はなっとも納

得がいかんところですが、これがわかりにくいというのがありまして、町長としまして、

この補助金の規則を変える必要性があるのかないのか、その点、町長としての立場からお

伺いしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 条例規則、原則的なところで定めがあるわけでありますけども、特

に必要となる場合には、特別に判断できるという附則もあるわけでありますから、実態に

応じて町の皆さん方が困らないような判断をしなければならんこともあると思っていま

す。できるだけ住んでおられる皆さんが困らないような形で、柔軟に対応できることで対

応したいと。そして、基本はやはり地域の皆さん同士で助け合うと、協働して使っていた

だくという隣近所のつながりというものも大事にしてほしいと、そんな考え方でいきたい

と思っています。 
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○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 町長のほうから答弁いただきました。１つは考えてもらえる材料と

いうことで、これを受け取ってよろしいでしょうか。最後にとめるようですけど。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 厳密にはいろんなことの判断でありますけども、その都度その都度、

現場を見て判断したら、それで解決できることやないですか。私はそう思っています。そ

れで住民の人が困らないようにしていきたいと思っています。 

○議長（中瀬 信之） ９番 北  守君。 

○９番（北   守） 人口の増える町として、確かな施策を今後も期待しておるわけです

けども、こういう観点から区への未加入者の対策を、きちんとした方針を持って対処して

いただくことをお願いして、私の今日の質問を終わらせていただきます。ありがとうござ

いました。 

○議長（中瀬 信之） 以上で、９番 北  守君の質問は終わりました。 

 途中ですが、10分間休憩します。 

（午前 10時 01分 休憩） 

（午前 10時 11分 再開） 

○議長（中瀬 信之） 再開します。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

  13番 奥川 直人君の質問を許します。 

13番 奥川 直人君。 

 

〔13番 奥川 直人が登壇〕 

 

《13番 奥川 直人 議員》 

○13番（奥川 直人） それでは、議長の許可を得ましたので、一般質問させていただきま

す。今回は大きく２点質問がございまして、１点目は、玉城町地方創生計画と第５次総合

計画について、お聞きしたいと思います。 

  その中で、４月からこの２つの計画がスタートしたのですが、成功をめざすために住民

の皆さん、または組織の皆さんがどのように、その計画に参画されるのかをお聞きします。

２つ目は、創生計画の中で、玉城町として就業人口、要は働く人の人口を増やしていくと、

このような目標を 4.4％上げるということをおっしゃっていますので、その施策について

お聞きします。 

そして、３つ目は玉城町の平均所得が今現在 275万円だと、このように言われていまし

て、この計画が３年半ぐらい先に完結するということでございますが、その間、275 万円

でいくということなので、それがいいのか悪いのかということで、この 275万円が玉城町

の平均所得としていいのかどうかということをお聞きしたい。 

大きな２番目としましては、これはこの４月に、28年度が始まって、辻村町長が施政方

針で、28年度の目標はこうだということをおっしゃっていました。その中から優良企業立

地を進めるということ。２つ目が農業者所得の向上をめざしていく。そして、３つ目が集

落の道路、または安全施設の整備を行っていきたいというので、どういう形で具体的にさ

れるのか。 
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最後に、玉城町税収の効率、これは長年の課題ですけども、それを向上していくという

ことをおっしゃっていますので、その辺の中身を具体的にお聞きをしてまいりたいと､この

ように思います。 

それでは、地方創生計画及び第５次総合計画について、お聞きをします。この計画は、

玉城町がこれから５年間、歩む羅針盤ということで、非常に重要な計画であると、このよ

うにおっしゃっているわけであります。４月からスタートして、もう２カ月が経ちました。

計画を進める上で、今もっとも重要な時期であり、３月の議会に引き続いて、行政の皆さ

んと町民の皆さんと、今後のこの計画の進め方を共有できるように質問してまいりたいと、

このように考えております。 

ちょっと少しおさらいしますけども、地方創生計画でありますけれども、これは日本全

体が少子化傾向であって、人口も都市に集中する。そして、特に地方の人口が減る。そし

て、地方の多くの自治体が消滅するのではないかということが言われておりまして、国と

しても地方創生計画づくりが、国としての地方創生づくりが始まったという流れでありま

す。 

前回も申しましたが、この計画は玉城町として 972万円をかけて、まち・ひと・しごと

総合戦略をつくったわけであります。狙いとしては玉城町から人口が流失しない。子ども

が増える。外から移り住む人が増える。そして、玉城町の人々が健康で長生きできる。理

想のまちづくりということで、これは従来のまちづくりと施策自体は、何ら変わってない

といえるんですが、国がいっています人口という指標が、大きく違ってきているところで

あろうかと、このように思います。 

今回、こういった計画をつくっているわけで、この中で玉城町はどうするんやというこ

とが書かれているということであります。先ほど申しました流出しないとか、子どもが増

えるとか、４つのポイントを実現するために、何が大事なのかといいますと、もっとも大

事なのは、これ前回も言ったのですけども、定着して働ける場があると。そして、安定し

た所得が玉城町に住んでおって得られるなと。それで、生活コストが安いと、それで便利

がいい。こういった条件があったら人口が増えるのかなと思いますけども、例えば逆にい

えば玉城町に住んで稼げなかったら、やっぱり人はほかへいきます、出ていく。所得が少

なければ子育てとか、教育費とか、心配になるので、子どもがたくさん生めないというこ

とにもなるかもわからないと。 

働く場所が近隣になければ、玉城町に移り住んでくる人も、いくら環境がよくても、そ

ういうことはないだろうと。そうすると、もしかすると、お金がなければ健康で長生きで

きないかもしれないということで、やっぱりそういう安定した収入を、地域の中で得られ

る条件というのが大事だと、これは行政の計画の中でもうたわれております。この４つの

条件が満たされて、はじめて玉城町は良い町で住み続けられる町になると、こういうこと

であります。 

ですから、計画の中でもそういうことは、雇用の関係はうたわれているということで、

そこについて今から質問してまいりたいと思いますが、その前に地方創生計画の作成は、

この４月からスタートして平成 31年が着地地点となっておりますので、活動期間は約３年

半で目標達成しなくては、972 万円が無駄になるかもわからんということで、急ピッチで

進めなくてはならない計画であります。 

この地方創生計画と第 5次総合計画が２つありまして、今年４月から同時にスタートし
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ておるわけですが、町民のまたは町のいろいろな組織がありますけれども、その人たちと

どう関わって周知をされているのか。こういう計画を進めるよということが、周知されて

いるのか。それは創生計画と総合計画と、それぞれご答弁いただきたいと、このように思

います。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君の質問に対し答弁を許します。 

町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 奥川議員から地方創生計画及び第５次後期総合計画についての質問

をいただきましたので、お答えを申し上げます。議会でも度々ご協議をいただいて、ご意

見をいただきながら、策定をさせていただき、そしてまた多くの町の皆さん、小学生、子

どもたちにも参画をいただいて、近隣の市や町の策定計画よりも、約３倍ほどの所用時間

も要しながら、回数も要しながら、熱心に取り組んでいただいてきたと思っています。 

今、奥川議員、質問の中でもるるご説明いただいたとおりでございます。まさに人口減

少をどうしていくのかということでございまして、これは国が法律をつくって動きが、平

成 26年から出てきておりますけれども、その前からそれぞれの市町が、町の将来をどうし

ていくのかというのは、常々考えてスタートしておるわけでありまして、今回、新規にこ

の事業、あるいはこの計画をつくっておるというふうには、私どもは認識をしておりませ

ん。 

玉城町の総合計画におきましても、スタートは昭和 46年からスタートをさせてきた、第

５次の総合計画、今回それの後期基本計画を策定しておると。つまり継続であります。ま

た、まち・ひと・しごとの創生計画につきましても、既にご承認いただいて、先行型ある

いは加速型、そういうものも順次、町としては取り組みを進めておると、そういう状況で

ございます。 

また、補足は、中身は詳しく担当それぞれ所管からも申し上げますけれども、まずは策

定をいただきましてから、これの概要版を各世帯にお配りをさせていただくということに

させていただきました。そして、特に総合計画の中にも、協働の下で続ける効率的なまち

づくり、これが大事だということを掲げさせていただいておるわけであります。つまりそ

れを行政経営指針として、これから目標を共有して、そして町の皆さんと一緒になって、

力をあわせてまちづくりをしていくと、こういう考え方で、これからも取り組んでいくと

いうことになってございますので、どうぞよろしくお願いをいたします。以上でございま

す。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） 町長、前回もこの質問をさせてもらった時に、町長のほうからこの

概要版、これについては全戸に配付しますということでした。あとインターネットのホー

ムページにも、こういう形で総合計画の、玉城町の人口ビジョンについては出ているわけ

です。しかし、私が心配しておるのは、配ったんですけれども、これを見た人、読んだ人、

理解した人、これが何パーセントみえるかという予測を、どう持っておられるかというこ

とです。 

やったよと、後はもう知らないでは、これは先ほど言いましたように、３年半しか時間

がない中で達成できない。先ほど町長が言われたみたいに、協力しながらやっていくとい

うことであれば、住民の皆さんにこういうことなんだということを、しっかり理解もして

もらって、目標も理解してもらって、そして、組織も含めて一人ひとりがこういうことを
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していこうというものになっているのかどうかということを聞きたかったんですけども、

その辺についての実績はないと思うんですが、うまくいっているとか、いろいろなそうい

う課題があるんだとか、その辺をちょっと少しお聞きを、町長にしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 総合戦略課長 林 裕紀君。 

○総合戦略課長（林 裕紀） このまち・ひと・しごと総合戦略ですけども、総合計画につ

きましては、これは町の羅針盤ということで捉えてもらっているわけですけども、このま

ち・ひと・しごと創生総合戦略につきましては、やはり担当課長としましては、向こう 10

年、20年というものを見据えた中の計画ということの、まず５年間をつくれということで

したので、つくらせてもらったところです。 

この中では、やっぱり我々は行政にこのプランを、皆さんに見ていただいた中で、何パ

ーセントというのは、なかなか答えにくいんですけれども、見ていただいた中で、行政に

頼らないまちづくりとものを、まず悟っていただきたいと思っています。まちづくりとい

うのは公共性のあるものですけれども、行政だけで公共がやっていくということではない

ということと、それから、人口減少をどうしても 10年先、20年先、30年先の人口減少を

語らねばならないのですけども、この伊勢志摩地域の人口を見ていく中で、これまで人口

が減っていけば、当然、税収も落ちる、職員も減る、そういうような状況が待っておるわ

けですから、この中で行政に任せておいたら、やっぱり平等がこのまま維持ができるかど

うか。今後はこの全ての地域に、本当に均一に行政のサービスができないんじゃないかと。

税収が落ちた分だけ、行政サービスが低下していくんじゃないかと。また、その分、質が

落ちるんじゃないかと、量も質も落ちるんじゃないかという不安が、当然よぎると思いま

す。 

それを失くすために、我々はこの計画をつくって、事業の主体を町民の方、住民の方に、

区民の方になっていただきながら、行政はどのようにしながら、民と公を一緒に携えて、

この地方創生を乗り切るかというところが、今回のこの総合戦略の柱だと思っています。

そのためにも、我々は民がやりやすいように、また、ルールや制度をしっかりつくって、

また、互いに影響しやすい環境を整えながら、新たな役割が我々に課せられているんじゃ

ないかと思っています。 

ですから、民間とか住民の方には、今後も高い公共意識を持ってもらいながら、また我々

は逆に高い経営意識を持ちながら、両者かかみ合ってやっていかないと、今後この地方創

生の総合戦略は進まないんじゃないかと、このように思っています。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） これは明晩、私も見させていただきました。そうすると、見るとほ

うなるほどと思うんですけども、こういう人口が減ると予測されるので、あと就業環境を

良くしていきましょう、暮らしやすさ、子育て、広域で賑わうまちづくりをして活性化し

ましょう、これはなんていいますかね、住民がどこまで関わると、より良い環境づくりを

めざしますと、めざします、めざします、何とかね、それ先ほど課長がいただ掘れた不安

がよぎると、これ皆しておけばいい町になるやんかと、不安なんかよぎりますやんか。そ

のよぎるということを、どう伝えるかということを、僕は聞いておるわけなんさ。 

これ見たらそう思いますよ。これを読んだらね。だから、放っておくとこうなるんやと。

こういうことをめざす時に、じゃ区もそうだ、いろんな団体もそうだ、そして住民一人ひ

とりもね、こういうことが危惧されるので、こういうことで町が何いうかわからんけども、
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協力してくれというものが、本当は大事なんかと違うかなと思っておるので、このスター

ト時点が大事なんで、私はこの間、先ほど言われておったの何やったかな、地域講話会、

各区長さんも集まって、各地域でやられた。ホームページは外城田地区で、申し訳なかっ

たけど、傍聴かなんかでお邪魔して聞いたら、この話が出るんかなと思っておったんです

よ。何も出やん、この話ね。じゃあこの話はどこで伝えるのやというチャンスを１回逃が

しておるもんで、本当に大丈夫なんかなと心配したんで、再度ご検討をいただいて、足元

を固めて進めていただきたいと、このように思います。 

次に、質問いきますよ。次は、この概要版の一番大事な、先ほど雇用というお話をしま

した。この玉城町に住んで所得があって、こういう雇用をするために、基本的な目標で地

場産品の付加価値向上、ブランド力強化と魅力ある就業環境づくりをめざす。そしてその

結果、玉城町で働く就業者数、就業率が 60.6％から 65％、4.4％上げる。これは結構なこ

とやとこのように思います。この 4.4％は一体何人やと、これを聞きたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） この計画に載っております所得平均のデータでございま

すが、これにつきましては課税標準額の段階別の所得割額に関する調べから算出したもの

でございます。したがいまして、ここの部分につきましては、26年度の実績でいきますと、

総所得金額が 182 億 5775 万円ほどになりまして、そこにある納税義務者数につきまして

は、6643名ということになっております。その目標であります゛ここの 4.4％のアップの

数字でございますが、こちらについては予測ということでございますので、総所得額、そ

れから人数につきましては、ちょっと直ぐに具体的に算出したものではございませんが、

目標額ということでご理解をしていただきたいと思います。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13 番（奥川 直人） 目標額、額は聞いてないよ、僕は。何人かと聞いておる。4.4％は

何人なんやと。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） この人数につきましても、現在のところ具体的な数字と

いうのは、目標としては持っておりませんけれども、あくまでもこれだけの就業率をあげ

くということで目標にさせていただいたものでございますので、ご理解のほどをよろしく

お願いいたします。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） ここでそもそもスタートするのが間違ってるのじゃないかと思いま

す。玉城町で今これだけの人が働いていると。その人が何人おって、それを 4.4％上げる

って、こんなん当然、数字がなかったら、思いだけの計画ってありえへんよ。せめて玉城

町で就業人口は何人おるのやと。だから、これをこれだけ、例えば 22 年の国勢調査、こ

れが出てますやんか。7428人や。これを見たらね。それを 4.4って、327人増やすと。こ

うなっているんで、327 人ぐらいは増やさないかんのやろなと。そうした時に、林課長、

例えばこの目標をつくったはいいんだけども、農業だけに力を入れるのかと。違いますや

んか。農業も建設も製造も運輸も卸売りも技術サービスも、いっぱい玉城町の中で仕事し

ておると、どこへ力点を入れるのやと。 

それで、それはこういうところに力点を入れて、増やしていきたい。今の時代ですよ、

そういう物があって計画やと、あって目標が達成できると。このように思うんですが、そ
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の辺どうですか。 

○議長（中瀬 信之） 総合戦略課長 林 裕紀君。 

○総合戦略課長（林 裕紀） このまち・ひと・しごと創生総合戦略につきましては、うち

のほうも有識者会議みたいなのをつくって、ずっと検討してきましたし、また、議会の皆

様にもお示しをしまして、民産学金労言、議会も含めてつくってきたものを、今ご否定を

されても何と答弁したらええんかわかりませんので、ちょっと今、困惑しとるところです。

以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） あのね、否定してないんですよ。目標とは何やと。否定していない。

だから 4.4％でいいわけですやんか。でも、4.4％は何人なんやと。否定はしませんよ、4.4

はあかんとはもの言うてませんから。4.4％の根拠というのは何人でね、本来そうですや

んかな。目標をつくるのは。その時にじゃあここへ力を入れてね、この計画を実現してい

くんだと。それは否定すると言われるのは、議長、私は困るよ。何も否定していませんか

ら。ちょっと言うたってくれる。否定はしませんよ。否定、訂正してもらわないかん。否

定なんかしてないよ。ごく自然に聞いているだけです。4.4％というのは何人なんと玉城

町で、それがわからな、これ事が進まんやんか、計画だって。 

○議長（中瀬 信之） どうですか、出ます。 

  暫時、休憩します。 

（10時 34分 休憩） 

（10時 35分 再開） 

○議長（中瀬 信之） 再開します。 

  13番 奥川 直人君。 

○13 番（奥川 直人） ということで、4.4％の数字については、どういうことなんだと、

何人なんだと。それを玉城町としてめざしていくということを、町民の皆さんにもわかり

やすくしていただきたいと。 

次、町民の年間所得額、これは今、275 万円の目標、今、ベンチワーク、今現在 275 万

円で、これから４年間ぐらいになるのですけども、この目標が 275万円で、先ほどはやっ

ぱり 275 万円で維持していくと。確かに社会情勢も厳しい中で、275 万円という設定を町

として４年先も変わらないとうたわれておるわけですが、275 万円って私ちょっとよくわ

からんのですけれども、多いのか少ないのかという生活水準としては、税務課も含めてみ

んなどうなんやろと。この辺の 275万円の金額をどう見られておるのかというのを、ちょ

っと簡単な質問なんで、申し訳ないですけども、お聞きしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） ちょっと先ほどの答弁、私、間違えておりまして、ちょ

っと訂正をさせていただきたいんですが、ここの元々の 274万 8,000円の数字でございま

すけれども、このデータにつきましては、課税標準額の段階別の所得割額に関する調べか

ら算出したものでございます。 

年間の総所得額といたしまして、182億 5777円ということになっておりまして、納税納

付者の数の 6643人で割った数字で算出したものでございます。目標の平均の基本額はどれ

なのかということになりますが、さまざまな職種がございますので、そういった一概にい

えないところもございますので、この点はご容赦願いたいと思います。 
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ただ農業の関係の認定農業者の関係の指標というのはございまして、こちらのほうにつ

きましては、だいたい年間所得額が個人で 300万円程度ということになっておりますが、

よろしくお願いいたします。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） ということで、課税対象者の方の中で、調査をして 275万円という

ことに決められたということですが、この 275万円は生活していく上で、私もよくわから

んのやけども、どうなんやろと。厳しいんか、これやったら楽勝にいけるんか、どういう

感覚で 275 万はですね、４年先まで設定したか、これをお聞きします。感覚でいいです、

275万円の所得はどうなんやと。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） ここの出させていただいた所得額が、やはり維持できる

ということは、ここの計画にありますとおり、生活のできる範囲ということで、現状維持

ということで目標を設定させていただきましたので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） そうしますと、４年先、今の暮らしがそのままということで、物価

も上がらへんし、ＴＰＰの影響も受けやな、これぐらいでいけるだろうということで、結

構かと思います。 

玉城町のじゃあこの 275万円というのは、先ほど言いましたけども、就業率の件でも言

いましたけれども、いろんな職種があるわけですね、いろんな職種が。たまたま今回、農

業にウェートがたくさん置かれているように、この計画の中の 10 本の柱があって、10 本

ありますね。10の施策があって、その中で農業というのは結構ウェートが高いと思います

けれども、産業別にどんな所得になっているんだろう、玉城町は。農業は 300万というこ

とで言われましたけども、農業で 300万やったら 275万というのは、非常にどうなんかな

と思いますけれども、産業別ってわかりますか。 

○議長（中瀬 信之） 総合戦略課長 林 裕紀君。 

○総合戦略課長（林 裕紀） このご質問につきましては、３月議会でも私、答弁させてい

ただいたんですけども、国でもっている数字が、１次産業、２次産業、３次産業別で、数

字が出ておりませんでして、はやり数値は把握しておらんというのが実情でございます。

以上でございます。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） おっしゃるとおりで３月にもさせてもらいました。そして、林課長

からいただいたのが、三重県の産業別の数字で、農林業が 209万円、三重県平均 209万円。

それで一番高いのが公務員、ほかに分類されるものも除く 676万円と、その中に運輸とか

卸売とか、いろんなものがあって、三重県の農林業は 209万という数字になって、先ほど

300 万と玉城町の聞いたんで、できれば玉城町の計画をつくっておるわけですから、玉城

町のね、せめてこういう状況を把握できるのは、私は役場しかないんです。産業別にどん

な人口構造になってくるんやとか、そして、産業別にどんな所得になっているのやという

ことを、いろんな役場の政策の中で、玉城町の自主、自立のまちづくりをしていく中では、

そういうことは絶対つかんでおかなければならない条件で、調べようと思えば調べられる

のか、まったく調べられないのか。そこをお聞きします。 

○議長（中瀬 信之） 総合戦略課長 林 裕紀君。 
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○総合戦略課長（林 裕紀） 玉城町で唯一業種がわかる資料といいますと、各事業所から

送られてくる給与支払い報告書、皆さんのお手元に届くのは源泉徴収票ということになり

ますけども、そこにある企業の名前を確認しながら、これは１次産業か２次産業か、３次

産業かというのを目で区別するしかないと思っています。 

ということは、そのコードふりというのがデータ化がされておりませんので、直ぐにで

きませんが、手作業でやれば何とか今、源泉１万数千万、源泉がくると思うんですけれど

も、それを分類することが、個人の方で複数枚、源泉徴収票がある方もいますので、なか

なか個人所得としては把握しにくいんですが、大まかなところは手作業ではできやんこと

はないという認識はしています。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） 経営という言葉を町長からも聞きましたけれども、行政として先ほ

ど。やっぱり玉城町の実態、これをしっかり誰がつかむかというと、行政しかないんです。

玉城町の道しるべ、その実態がどうあるから、こうしてかないかん。そして、その実態を

つかんでおれば、成果が出た時に、それは職員が伸びるんです。やった結果、効果が出た

ねと。でも、今やったらその数字がどうなんかと言った時に実感がないんさ。そういう意

味では人材育成も含めて、その行政運営の質も向上させるためには、何らかでいいんです

よ、こういうルールで、こういう一定の形で、こういう指標をとるよというものを決めて、

定期的にチェックをしていくということは、双方にとって、町民にも理解もしてもらいや

すいし、是非これからそういうことを進めていただきたいと、このように思います。 

それでは、次へいきます。じゃあその辺またご検討いただきますようにお願いいたしま

す。 

○議長（中瀬 信之） 総合戦略課長 林 裕紀君。 

○総合戦略課長（林 裕紀） 確認させてもらって再度答弁させていただきたいと思います

けれども、源泉徴収票や給与支払報告書というのは、元々国税のものですので、それを勝

手に使うのはいかがなものかというところだけ、ちょっと答弁できなかったんで、また調

べさせてもらって、それができないところがあれば、不可能ということになりますので、

また、改めてご答弁をさせていただきたいと思います。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） まちづくりにとって、行政にとって、やっぱりそういうことは非常

に大事なので、それは公開するどうじゃないけれども、その辺は理解をいただいて、是非

そういうものしかないんであれば、何とか利用できるようにしていただくように、ご努力

をいただきたいと、このように思います。そしてまた、結果をご連絡いただきたいと思い

ます。 

続きまして、大きな質問の２番の３月の議会で町長は、玉城町の平成 28年度の政策方針、

これは産業のバランスを保ち、地域経済と雇用が安定したまちづくりの中で、優良企業の

立地、拡充をそくしてお考えを示されておるわけでありますが、前回もこの質問を町長に

させていただきました。町長は前回のご答弁では、企業の立地については、玉城町を選ん

でもらう。玉城町で生産活動をしたいと、来ていただけるようなまちづくりが重要とおっ

しゃっておられます。 

それでは、それはどのようなまちづくりなのか。また企業立地を別の観点でお考えがあ

れば、それをお答えいただきたいと思います。 
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○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 今回の質問をいただき、前回の私の答弁も、今聞かせていただきま

した。優良企業さんはどこの自治体でも来てほしい。引っ張りだこです。しかし、企業さ

んがどこへ立地をするかというのは、選択をされるわけであります。それは国内問わず海

外もそうであります。ですから、選んでいただく町になければならんというのは、常々私

がお話をさせていただいておるとおりであります。 

具体的な話もさせていただいておることもありますけれども、やはり企業さんとの共存

共栄、具体的には地域、住民の皆さん、あるいは自治区の皆さんが、企業さんの生産活動

に協力をする、そういう意識。そして、もう１つは企業の従業員の皆さん方が、ここで働

いて良かったと思っていただくような生活環境、つまり医療や福祉やあるいは保健や、あ

るいは文化活動や、日常の暮らし、それが本当に利便性が高まっておる。あるいはただ企

業さんとして生産活動をしていただくだけではなくて、いろんな全体のバランスのとれた

まちづくりができておる、環境面でも整っておると、そういうところが企業さんから評価

をされて、はじめて立地をしていただくのではないかなと。ありがたいことに今、大企業

さんが立地していただいておる企業さんは、ほとんどが玉城町を選んでいただいて、回り

の自治体からも来てほしいというコールがありましたけれども、玉城町へ立地をして、そ

して長続きして操業いただいておる。こんなにすばらしい町はないと知事はじめ県の方も

おっしゃっていただいておるのが、今の玉城の実態。 

ですからこの質をもっともっと高めていく。そう考えておる次第です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） 働いて玉城町に住んでもらうのが、一番ベストですけれども、なか

なかそうはいきませんので、玉城町で働く工場、いろんな企業が増えるということは、非

常に税収面でもそうだし、活気もそうだし、非常にいいことだと思いますが、これは以前

にも提案を私はさせてもらっています。 

企業は玉城町ってこんな町なんやと、いいねと言ってもらえるために、何をしたらいい

んかということで、これは以前にも申しましたけれども、パナソニックや京セラ、これは

家電とか産業機器、これを生産しているわけであります。地元企業の商品を買おうやとみ

んなでというキャンペーンは、これは隣の町ではいろいろやっていると。玉城もこんなん

やったらどうやと、こういうことを町長にも何遍もお願いをしています。そういうことは、

本来は大事なんかなと。やっぱり地域住民の方々も含めて、企業が来ていただいてくれる

ことはありがたいし、行政としてもいろんな大きな口ではいえませんけれども、税収面で

もありがたいということであります。 

それともう１点は、玉城町工業会ってあります。この工業界が今、停滞しているような

感じで、やっぱり工業会の情報というのは、やっぱり玉城町の産業振興課がしっかり仕切

って、総務課も林課長もそうかもしれませんけれども、やっぱり工業会の情報、それと各

企業の今後の動向、いろんな形で情報交換されておると思いますけれども、もっとラフな

感じで、そういった情報交換ができるように活発化をしていただきたいと。そういうこと

が地道な活動になると思うんです。地元企業商品、それで工業会との連携、こういうもの

が地道な活動、企業間のネットワークというのは、たぶん僕はあると思います。そういっ

た中で、玉城町ってやっぱりええとこだという評価されるんではないのかなと思いますの

で、是非その辺を勝手に私は思っておるんですけれども、まずなんかご意見あれば、その
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辺に対して施策なり、お聞きをしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） このことも何度かお話もさせていただいたり、町の皆さんにも私は

く機会があるいはごとにお願いしていますけれども、特に公共施設の省エネの太陽光、こ

れにつきましては京セラさん、パナソニックさん、そういう立地していただいておる企業

さんの製品を努めて利用させていただいておるということでもございます。 

また、これもつい半月ぐらい前から、毎年行っておりますけれども、企業訪問をさせて

いただきながら情報交換を、オーナーの方や工場長さんと意見交換をしておるわけであり

ます。もう１つは、これもご承知やと思いますけれども、クリーン作戦でも大変協力をい

ただいたりですね、あるいは京セラさんは環境経営報告、こういう形で毎年周辺の自治区

の区長さんとの意見交換とか、あるいは県とか商工会とか、いろんな方々に経営の状況、

あるいは現場視察あたりも繰り返ししていただいておると、大変素晴らしい活動をしてい

ただいておると思っております。 

特に地域貢献という考え方から、夏祭りあたりも盛大にやっていただいておるという状

況もあるわけであります。そういうところの熱心な活動、大変ありがたく思っています。

そういうところや、もう一つはサニー市のイベント、あるいは他のイベントにおきまして

も、積極的にブースを設けていただいて、町の皆さん方にも会社のＰＲなんかも、大変熱

心にやっていただいておると。そういう連携があるということであります。それが、その

地道な取り組みがずっと継続していくと。そのことで町と企業さんとのつながりが安定し

て、これからも続けられるという、それは私は一番大事にしてかないかんなと思っていま

すので、これからもそういう考え方で進めていきたいと思っています。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13 番（奥川 直人） 玉城町に来ていただいておる企業さんは、やっぱり企業イメージ、

これが非常に大事なんです。やっぱり玉城町から嫌われるというと大変ですけども、やっ

ぱり企業は地域のために、これは当然だと思うので、それは参加していただくことは、企

業努力だと、このように私は思っています。私は言いたいのは、行政として工業会どうす

るのやという場合に、先ほど町長は各企業さんへは個々に訪問していると言われるんです

けれども、それはそれで結構なんですけども、私は玉城町の工業会の各企業さんが一同に

寄ってもらう。そして、横の連携を深める、こういうことも非常に大事なんで、町長が個々

にだっと回っておるよりも、それも大事ですけども、やっぱり玉城町として各企業に寄っ

てもらって、いろんな企業の中で話し合いをしてもらうことは、非常に良いことだと、こ

れはやっぱり工業会という組織でなかなかできないと思いますので、そういうご提案とい

いますか、意見を述べさせてもろただけで、是非そういう場をもう少し活発に行っていた

だくことも企業誘致なり、関連企業との連携、イメージアップにも玉城町のつながる可能

性があると思うので、こういった地道な活動を是非、新しくつくっていただいて、継続も

していただければと、このように思います。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） そういう連携も積極的にやっていただいております。１年前になり

ますけれども、平成工業会のメンバーの方が、皆さん集まっていただいて、知事と現場ト

ークもしていただきました。そんな中でそれぞれの企業さんの今の防災、どうしていくの

か。あるいは町の皆さん方の避難場所として、ご利用いただけるんかとか、いろんなこと
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の意見交換なんかも、知事と直接交わしていただいたり、大変熱心に活動をしていただい

ています。そんなことはこれからも平成工業会として、取り組んでいただけると思ってい

ます。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） 知事が来られたからじゃなくて、私が言うとるのは、玉城町として

そういうことをやっていただきたいと、このようにお願いをしとるわけです。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 玉城町としてやっております。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） それでは、続きまして、次は農業に関してであります。優良農地を

守りながら後継者の育成に努め、高い品質の農産物をもって、農業所得の向上をめざしま

すということで、先ほど中世古課長のほうから話があったのに関連するんですけれども、

農業所得の向上というのは、具体的に数字は先ほど 300万円というのは実績なんかな。目

標ですか、それで今はいくらでというのを、ちょっともう一度わかりやすく。今、現状い

くらで、先にはこれだけにすると、よってこれが農業所得の向上につながると。そして、

できればその施策は、こうなんだと、ポイントでお願いしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） お尋ねの農業所得の件でございますが、こちらのほうは

認定農業者の関係の計画というのがございます。これは元々農業経営基盤の強化の促進に

関する基本的な構想というのが、10年計画で産業振興課で作成されたものでございまして、

こちらの具体的な経営の指標というのが、ここに掲載をさせていただいております。先ほ

どの答弁とは重複になりますけれども、地域における他の産業の従事者ぐらいの生涯の所

得に相当する年間農業所得ということで、主たる農業従事者が１人だいたい 300万円前後、

家族経営での目標が 500万円前後ということで、指標を定めさせていただいております。 

現状の今の数字はどのようになっているかということでございますが、実は毎年所得調

査を実施をいたしておるものではございません。ここの構想に基づいて各認定農業者の方

から５年間の農業経営改善計画書というのが、計画としてあがってまいります。その段階

で農業の所得金額の確認をさせていただいております。27年度につきましての実績額につ

きましては、やはり農業のいろんな形態がございまして、一様に線を引いてこれがという

ことが、なかなかございません。実際、確認をさせていただきますと、農業経営形態によ

りまして、相当なバラツキ、開きがございますので、あくまでも 300万というのは一定の

指標ということでご理解をいただきたいと思います。 

実績の確認をさせていただきましたですけれども、やはりだいたいの方が、この指標ど

おりの実績が上がっているとはいうものの、やはり昨今の農業情勢、特に米の額が下がっ

ているということもございますので、経営規模の拡大でいろいろご努力をしていただいて

いるところもございますが、指標のところをちょっと下回っているところの形態もござい

ますので、こういった方々につきましての支援策につきましては、先ほども何回かご質問

の中で紹介させていただいております、まち・ひと・しごと創生総合戦略、それから第５

次玉城町総合計画の後期基本計画の中で位置づけをさせていただいておりまして、特に農

業分野につきましては、やはり６次産業化、それから地域ブランド、それから後継者対策

等々いろんな問題がございますので、そちらのほうを反映をさせていただきまして、一部
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を 28年度予算に、当初予算でお認めをいただいたところでございますので、よろしくお願

いいたします。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） 中世古課長がおっしゃっているように、農業振興政策につきまして

は、いろんなことを今、この 28 年度から導入をされておられるわけであります。期待を

したいんでありますけれども、これも先ほどと一緒なんですけども、やっぱり農業者とい

うのはですね、どの方を農業者というのか、認定農業者を農業者というんかね。今、農業

で細々とやっていこうと、これやっぱりつくりたいと夢を持ってやっておる人もおれば、

所得が低くてもやっている人も、いろんなことがあるんで、僕は玉城町の産業振興で、じ

ゃあ農業者というものに差別つけるんかと。君は細々でもういいわとじゃなくって、なん

かどうなんかと。そういった時には、いろんな形態があって、所得も良いものも悪いもの

もあるだろう。でも、そこに光をあてていくことに努力をするんか。大雑把で残ったらい

いやないかと、認定農業者はこれからの農地を集積していくためやから、それだけでいい

やないかと。あとは高齢化して継続性がなくなっても、やむを得んとみるんか。この辺は

少し先のことも含めてですけれども、この政策としてどうお考えなんかなと、ここをお聞

きしたいんです。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） 地方創生総合戦略の中で、どちらかといいますと、総合

計画の中の新規性のあるものを出させていただいたものでございます。したがいまして、

総合計画の中の基本計画をご覧になっていただきますと、やはりこういう責めの農業以外

のやはり守るべき農業というのは、当然存在をいたしますので、こういったものにつきま

しては、守る農業として基盤整備、それから農地の集積、後継者対策、そういったものも

絡めながら実施をさせていただきたいと、このように考えております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） わかりました。確かに農業者が頑張って所得を上げると。細々とし

ておっても所得を上げる、これ非常に難しいんです。そういう意味では行政としての一時

期、支援をしたらないかんとか、集落は集落でまとまってやっているところは、そういう

支援もしていかないかんという部分については、総合計画の中でうたわれておるかと思い

ますので、その辺を地域としっかり情報を密にしてもらうことも大事やし、農業者の声を

聞いてもらうことも大事やし、是非少し肉付きをいろいろな意味でしてあげていただきた

いと、このようなことを期待したいと思います。 

続きまして、いきます。続きまして、環境と共生して持続的に発展できるまちづくりの

中で、各集落の道路改修、または安全施設整備を行うというふうに、町長がおっしゃって

います。この問題につきましては、過去からいろんなことを提案も、各議員さんからも含

めて提案されてきておるわけですが、勝田町土羽線の農作業しながら、先ほどいわれまし

た企業にお勤めの通勤路になっておると。安全性確保が大事やないかということも含めて、

そういった地域の要望もあると。それで、原富岡線で私がしょっちゅう言うてます積良と

山神の間ね、あそこ過去も事故があって、非常に見通しが悪いし、地域間の連携をとるた

めには、もう車が走るところを自転車で年寄りの人が走っておるとかいうことでは、安全

性が確保できない。 

もう１点は、昨年言いました岡出昼田線、これは設計で 570万円使って、予算執行をし
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て、570 万円で設計できておるけど、工事ができないと。こういうもったいない、今話が

あるんで、こういったことも含めて、どういうふうなことをこの 28年度でお考えなのか、

お聞きをします。 

○議長（中瀬 信之） 建設課長 東 博明君。 

○建設課長（東 博明） 先ほどご質問の集落内の道路改修工事ということで、今年度どう

いうことになっておるのかというご質問でございます。まずもちましては、下水道工事に

伴います側溝の改修工事、こういうのを先行して進めたいと思っております。下水道並び

に水道工事で、仮舗装になっておるところが、最終的には本舗装をいたすわけでございま

す。側溝単独工事で行いますと、またこの舗装部分が問題になるというところもございま

して、その間をぬいまして改修工事、こちらを先行をして進めたいと思ってございます。

あわせまして、拡幅改良工事につきましても、継続工事というのを早期完了をめざして、

進めていくとともに地区からもたくさんのご要望をいただいている中、先ほど奥川議員が

言われました田丸土羽線とか、原富岡線、岡出昼田線というような大きな課題というのも

ある中で、緊急性等を勘案しながら、順次整備を進めていきたいということで考えでござ

います。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） ということで、町長が施政方針、今年度の方針で言われたのは、そ

れでいいんだろうということにしておきましょうか。町長それでよろしいですか。方針で

言われた内容については、今、東建設課長が言われたことでいいということで、いいんで

すね。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） やっておるわけでありまして、ですからそれにしたがってやってい

くということです。それともう一つはだいたい年間に 400件からの交通事故が玉城町で発

生しておりますから、先般も・・１日１回以上は発生しておるという状況で、したがって

６月補正にも・・・予算を提案させていただいております。そういうものは大変緊急であ

ります。そういうところの整備も進めさせていただきたいと思っています。それから、相

当な財源が必要な部分もありますから、これは長期間ではなくて、財源等の見通しもつけ

ながら、あるいは長年のところの課題も順次、確認もしながら、整備を進めていきたいと

いう基本的を考え方をもっております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） 状況はよくわかるんですけども、こういった過去からのこともある

し、できればそういうところへメスを入れていただけるとありがたいかなと、長年の課題

も継続しながらきてますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  次は、町税ですね、町税だけじゃないんですけども、税も料も含めてですけども、公平

性確保に向けて収納率の向上を図りますと。あえていうと、こんなことは当たり前のこと

なんですけども、施政方針が言われたと。徴収率を上げるということでございますので、

どんな考えをもって、上げられるのかということであります。あと会計監査の中でもずっ

とこういうことについては、公平性という部分では、長年指摘もされておりますし、玉城

町としても議会としても過去から５年も、６年も前から、この問題についてはという形で、

いろいろな形で、いろいろ聞いてきたわけですが、何か今までの実績、実態にプラス、工

夫改善をとられて、どんな成果になるのかということをお聞きしたいと思います。 
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○議長（中瀬 信之） 副町長 小林 一雄君。 

○副町長（小林 一雄） 今年度の税の収納対策でございますけども、昨日も町の滞納整理

機構のほうも開催をさせていただきまして、今年度の実績及び来年度、この 28 年度の徴

収目標のなりの策定をさせていただきました。一応、今年度 27 年度の状況を見ますと、

26年度に比べまして、随分、滞納整理の部分につきましては、徴収率が上がっております。

その一つの大きな要因といいますのが、昨年の７月から 12 月までの半年間、県のほうの

管理回収機構のほうに１名職員を出向させまして、玉城町の滞納部分の徴収を勉強しなが

ら、徴収対策をさせていただきました。ということは、今までもこういうふうなことを一

生懸命やっておったんですけども、この滞納整理についてどうしても税について、多少な

りはやっぱり弱い部分があったということを、きちっと対応させていただきまして、徴収

率も上がったという実績が、このようになりましたので、この 28 年度におきましても、

さらに別の１名を回収管理機構のほうに派遣をいたしまして、勉強をさせ、戻ってきまし

たら滞納整理のほうに従事をさせたいと考えております。それとともに、昨年国保と税と

の共同でもって、財産調査なりもやらせていただきまして、その後の滞納整理ということ

も実施したいというところもございまして、その辺につきましても、徴収率が上がってお

りますので、その辺のところを 27 年度もきちんとやっていきたいと考えております。以

上でございます。 

○議長（中瀬 信之） 持ち時間のほうが終了しておりますので、配慮願います。 

13番 奥川 直人君。 

○13番（奥川 直人） 滞納額が２億 7000万円ぐらい現状あったということで、27年度決

算で、もうじき９月にあるわけですけれども、その中でしっかり確認をして、そして、皆

さん頑張っていただいた評価も、その中でさせていただきたいと、このように思いますが、

全体的に今日はそういった役場機能としての基本の部分、いろんな手間はかかるんだけど

も、どっかで一回やらないかんという基礎データ、この辺は私は役場の皆さんは力あるん

で、絶対とってほしいと。でないと、具体的な数字も出ないし、施策も適切な施策ができ

るんかと、答弁もちょっと中途半端になる可能性があるんで、そういった意味では、そう

いった感覚を養っていただいて、少しロスはありますけども、頑張っていただきたいと思

います。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 以上で、13番 奥川 直人君の質問は終わりました。 

 途中ですが、10分間休憩します。 

（午前 11時 12分 休憩） 

（午前 11時 24分 再開） 

○議長（中瀬 信之） 再開いたします。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

  次に、３番 竹内 正毅君の質問を許します。 

３番 竹内 正毅君。 

 

〔３番 竹内 正毅 登壇〕 

 

《３番 竹内 正毅 議員》 

○３番（竹内 正毅） 議長の許可をいただきましたので、一般質問をさせていただきます。
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私の質問は、人口問題の活性化対策についてと、空き地、空き家の対策についてを質問さ

せていただきます。 

では、１番目、人口問題の活性化対策について、今年の２月に新聞で、人口問題につい

て報道されました。それは 2015年の国勢調査で、全国の人口は１億 2711万人で、2010年

の国勢調査時よりも 94万 7000人の減少であると報道されました。これは 1920年以来、初

めてであり、人口減少の深刻さを改めて浮き彫りになったと報道され、危機感がましてき

たような状態であります。 

ところが幸いにも当玉城町は、伊勢志摩地域６市町では、唯一人口が増加した町である

と報道されたことについては、大変喜ばしいことであります。しかし、近隣の市町の国勢

調査結果はどうであったかと言いますと、伊勢市で 2400人、鳥羽市で 1980人、志摩市で

4334人、度会町で 380人、南伊勢町で 2005人となり、大きな減少を示しています。 

その主な要因は、地域に魅力がない、雇用創出、結婚、子育て支援不足であると。２つ

目に過疎高齢化の進行が進んでいると、構成化率 34.5％。３番目に、20代から 30代の若

者の流失が多いというのがあげられています。また、全国的にみてみると、東京、埼玉、

千葉、東京、神奈川県の人口が 3613 人で、51 万人の増加となっており、依然、東京一極

集中が続いている。 

また、人口が減少したのは、39 都道府県で、うち 33 都道府県の減少幅が拡大している

と。特に秋田県では 5.3％、福島、青森、高知と続いている。人口が増加したのは、８都

県で増加率トップは、沖縄の３％、東京が 2.7％、今回、大阪は減少に転じてしまったと

言っております。 

では、伊勢志摩６市町で、この問題をどう捉えているかという報道がありました。伊勢

市では現在のペースで人口が減少すると、2020年には、市人口は 12万 7000人が６万 6000

人あまり減少すると。世帯数もあと数年で減少すると、間違いないと危機感意識を抱いて

いる。市は 60年に人口９万人を維持する目標をあげ、人口減少と少子化対策に取り組むと

いっている。 

市長は地域の魅力、雇用創出、結婚、子育て支援を総合的に取り組まなければならない

と人口の減少は食い止められないと言っている。では、鳥羽市は、市長は人口が２万人を

切ったのは、大変残念なことであると言っている。最大の原因は、過疎高齢化の進行であ

るとみて、市は移住・定住元年と位置づけ、市長は従来の子育て支援に加え、移住者を増

やしていくと決意を新たにしています。 

３月 24日の新聞では、28年を移住・定住元年と位置づけ、当初予算に関連事業として、

7,475 万円を計上したといっています。このように人口減少に対して、鳥羽市は大変危機

感を持っていることがわかってきました。 

志摩市では、人口５万人を維持した前回調査から５年間で、4300人以上減少しておると。

市は各町でまとめた人口ビジョンでは、人口減少の要因は、20 代から 30 代の若者の流失

があげられています。それは、20代は 2010年までの 15年間で、7000人から 3700人に減

少したと言っています。市の企画政策課はサミットで盛り上がる町の勢いを持続して、若

者に魅力あるまちづくりを進めるとともに、地域に誇りを思う子どもたちに育てることが、

人口減の減少になると考えているようです。 

また南伊勢町は、人口、世帯数とも県内でもっとも減少率が大きかった町といって、高

齢化率 46.86％、昨年 10月時点で県内トップとなり、また若い人の地域離れが多く、もっ
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とも深刻化している町と報道されています。 

では、そこで唯一人口増である玉城町ではどうかといいますと、安価な地価と自然災害

の不安が少ない地理などから、近隣の伊勢、松阪両市のベットタウンとして、若い世代の

移住が進んでいると。町内では大手企業が工場を操業しており、従業員らの利便性を考え

て、町は役場の業務時間を延長して考えてやっておると。一方では高齢化の進行に対し、

運行する元気バス、認知症の人を支援する住民団体サポートさくらの活動など、官民一体

となって福祉分野にも力を入れていると、町長は安心して暮らせる町にするために、高度

支援と福祉事業を充実されてきた結果が出ていると、今まで取り組んできた成果を紹介し

ているといっている。 

では、町長にお聞きしたい。町長は成果をあげてきた施策について満足しているようだ

が、その中で積み残してきたものはありませんか。あれば大きなものを２、３点あげてい

ただきたいとお願いします。 

○議長（中瀬 信之） ３番 竹内 正毅君の質問に対し、答弁を許します。 

町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 竹内議員から人口問題の活性化対策について、ご質問をいただきま

した。そして、近隣市町の状況や町のお話もしていただいたわけで、特にただいまは具体

的に成果とか、あるいは満足とか、積み残してきたものはないかどうかというお尋ねでご

ざいますけれども、私は、いろんな施策を地方自治体は総合的にやっていかないかん。一

つひとつの施策の積み重ねだと思っています。これは地方自治法の法の定めにもあるわけ

でありますけれども、法の定めには住民福祉の増進を図ることを基本として、そして、地

域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割があるということでございます。 

つまり市あるいは町の役場はそういう役割があるんです。住民福祉の増進、そのために

いろんな仕事を総合的にやっていかないかんという役割がございますから、それを達成す

るために、一つひとつの施策を講じていく、その積み重ねしかないと私は思っておるんで

す。 

折角こうして積み残しとか、いろんなお尋ねも、あるいは近隣市町のお話も聞かせてい

ただいておりますけれども、ご承知のように国勢調査の速報値で、この中南勢で唯一人口

増、そして三重県でも四日市、朝日、川越に続いて増加率が４番目という町です。これは

竹内議員がおっしゃるとおり、海がない、そして非常に地理的にも恵まれておると。ある

いは大企業さんがあると。あるいは公共インフラ、特に保育、あるいは学校教育、それは

伝統的に整備されてきたという全体的な評価だと、私は思っています。これは先人の皆さ

んの力でございます。 

しかし、そんな中で、これから大事なことは、いずれ玉城も人口が減ってきますから、

それを将来を見据えて、今からどうしていくかということが大変重要だと思っています。

具体的なこれも施策です、少子化からあるいは高齢化対策とか、あるいは雇用の創出とか、

あるいは住民の皆さん方と一緒になって、協働のまちづくりとか、いろんな取り組みをし

ていかなければならんと思っています。そういう考え方で、一つひとつこれからも取り組

んでいきたいと思っています。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ３番 竹内 正毅君。 

○３番（竹内 正毅） 最後に町長が言われましたように、将来は必ず人口減少が起こると、

町長も思っておりまして、いろいろと高齢化対策とかいうものをやっていきたいと言われ
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ました。では、28年度に対策をするのに、補正予算を計上しておりますかどうか、お聞き

したいです。 

○議長（中瀬 信之） 総合戦略課長 林 宏紀 

○町長（辻村 修一） 28年度の今回の補正予算でございますね。これにつきましては、地

域おこし協力隊、これの予算の、当初お認めいただいたものに対して、報酬を若干変えま

して、採用期間も変わっていますので、それと募集する経費とかも盛らしていただきまし

て、これが 28年度の６月補正であがっている地方創生予算でございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ３番 竹内 正毅君。 

○３番（竹内 正毅） ありがとうございます。この人口問題は、もう本当にどこの町でも

都市でも、避けて通れない対策であります。どうか良い施策を出して、何とか食い止めて

いただきたいと思っておりますので、よろしくお願いします。 

次に、空き地、空き家対策についても質問させていただきます。空き地対策について、

現在どのような進捗状況ですか。この問題については、27年以前から問題として示されて

おると思います。何故この問題を取り上げたかといいますと、先ほど質問した人口問題が、

全国的に大きな問題となり、危機感が漂い始めてきたから取り上げました。 

特にこの伊勢志摩地域の５市町、玉城町を除く５市町にとっては、人口減少が大きな問

題となって、避けて通れなくなった。そこで、玉城町として空き地、空き家対策について、

どのような取り組み状況でございますか、教えていただきたい。 

○議長（中瀬 信之） 建設課長 東 博明君。 

○建設課長（東 博明） ただいまの状況でございます。平成 25 年に総務省が実施をいた

しました土地、住宅統計によりますと、空き地は全国で 820万件となっておりまして、20

年前の 1.8倍となっております。当町の調査によりましても、85件が空き家という結果に

なってございます。 

そして、また平成 27年５月には空き家対策等の推進に関する特別措置法が、完全施行な

されたところでございます。この法律は所有者の特定のための調査のため、固定資産税情

報の内部利用が可能になり、所有者に有効利用を促したり、適正に管理されていない特定

空き家の所有者に対し、指導、勧告、命令、最終的には行政代執行による強制執行の措置

手続きが可能となったところでございます。 

現在の取り組みの状況でございますが、現段階では自治区から報告のありました空き家

のうち、特に緊急を要する４件につきまして、当該地区の協力も得ながら、所有者の意向

調査を行っておるというようなところでございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ３番 竹内 正毅君。 

○３番（竹内 正毅） 私が時々田丸地内ですけども、回っておりますと、非常に空き地、

空き家が目立っております。これを何とかして特に若い人、若い人に住んでいただくよう

な施策はないかと、常々考えております。 

それで、４年前にちょっと耳にしたことは、美杉地域が活性化対策として、空き家対策

を出しております。それに対して１つ問題があったのは、それを不動産会社にお願いした

と。不動産屋が喜んでやりました。ところが値段が違うんですね。売るほうはやっぱり高

い、だから、私の友人が美杉の土地を買いにいきましたら、近所の人は高いといわれて、

それではあかんなといって、没になってしまった状態です 

それで、美杉は新たに町独自で、その対策を考えてやり始めたという話を聞いて、成果
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はまだ聞いてないんですけども、そうして一生懸命でなんとか過疎化をなくそうというこ

とをしております。そこで、玉城町としても今、町長が言われましたように、人口は増加

しておりますけども、近隣の町か悲壮感を漂わせて、何とか出ていく人を食い止めようと、

こう考えておる中では、とても玉城町へ入ってくる可能性が、だんだん、だんだん少なく

なってくるんじゃないと思いまして、何とかこの空き地、空き家対策をなっとかして欲し

いということでありましたんで、どうか全体に空き家、空き地がどれぐらいあるのか。そ

れでどうなっておるのかというのを調べていただいて、分析していただいて、それで、貸

してやりたい、売ってほしいという話がありましたら、進んでそれを対策にもって、特に

若い人に手頃な値段で販売していただきたいと思っておりますので、よろしくお願いしま

す。 

それで、今度の取り組みをお聞きしたいと。28年度は空き家、空き地対策をどのように

取り組んでいくのかお聞きしたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 建設課長 東 博明君。 

○建設課長（東 博明） 28年度の取り組みのことでございますけど、先ほど申し上げまし

た緊急を要する４件の物件につきましての登記簿上の所有者や権利関係、これらをさらに

進めまして、戸籍謄本等によりまして、現行住所の確定や現状の把握に努めたいと思って

おります。所有者が既に死亡して、亡くなっておるという状況もある中で、手間隙かかる

作業ではございますけども、これを順次進めていきますのと、先ほど議員おっしゃられま

した空き家を、美杉の例が出ましたけど、ああいうことはどうかということでもあります

けど、空き家バンクという手法もございますが、これにつきましても、空き家対策計画、

こんなものを立てながら、この手法につきまして検討していきたいと思っています。以上

です。 

○議長（中瀬 信之） ３番 竹内 正毅君。 

○３番（竹内 正毅） できるだけ計画を出していただいて、実行に移していただきたいと

思います。 

それで、３番目ですけども、これはちょっと提案になると思いますけども、町長も参加

されました玉城町都市計画審議会が、28年３月３日に開かれました。その中で、県土地整

備部都市政策課の課長補佐が申されたことがあります。もし大きな津波が発生すると、県

道 37号線まで押し寄せてくる可能性があるという話です。その時、明和町、伊勢市の該当

エリアは大きな被害を被るおそれがあると。 

そこで、玉城町は津波の影響はあるのか、ないのか、どうかと問われました。玉城町は

津波の影響は少ないと言われて、それで課長補佐は、玉城町は自然災害に強い町として、

町外に発信したらどうかと提案された。安全宣言を内外に発信すれば、津波被害の起きや

すい地域の人たちが、家を新築したり、土地を購入する時に、わざわざ被害をまともに受

ける地域に新築しないで、被害の少ない地域として、玉城町に移転して新築したいと考え

るようになるのではないか言われていました。 

その時、玉城町は値段が手頃である空き地、空き家を把握していれば、勧誘しやすいの

ではないかと、僕は思いました。そこで、町長にお聞きしたい。安全宣言を玉城町以外の

地域に発信しておるのかどうか、お聞きしたいです。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 私もその席に同席をしておりました。県の幹部さんがえらい思い切
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った発言をしてくれて、いやこれはありがたいなと一瞬思ったんですけれども、ご承知の

ように終息しない熊本地震、まさかこんな被害があるとは思わんだというのが、第一声で

ありましたら、いつどこで自然災害が起こるかわからない時代でありますから、安易にこ

ういう発言は慎まなければならんと今、率直に思っています。 

しかし、海がない、そして、大きな山崩れとか、洪水がないというところは、表面的に

説明はできますけれども、今の繰り返しになりますけれども、やはり大災害に備えていく、

それが必要だと考えておりまして、前段からの議員さんのため池のことなり、あるいは他

のいろんな外城田川をはじめとする主要河川の維持管理、あるいは住宅の浸水対策、ある

いは宮川に隣接する地域の小社・三郷、昼田、そういうところの皆さん方の地域への危機

感ということを、これは町として重要課題の１つとして捉えて、対策をこれから講じてい

きたいと思っています。 

しかし、前段の竹内議員の人口減少のところのお話にもございましたけれども、直接、

玉城町へ土地を探しておられる方のお話も、たくさんお聞きするわけでございますので、

回りの市町よりは安全な町ということはいえることは、今の玉城町の人口増加につながっ

ておると、私は率直に思っておりますから、さらに町の強みを、さらに強くしていく。そ

して、弱い部分は強化していく。その対策をこれからも進めていきたいと、こんなふうに

思っていますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（中瀬 信之） ３番 竹内 正毅君。 

○３番（竹内 正毅） 安全宣言を大きく公表することが、ちょっと控えたいという話があ

りました。それも、町長として立場もあると思いますので、また、ゆっくり考えていただ

きたいと思います。それで、先ほど言いましたように、空き地、空き家を現地調査して、

何とか紹介して、町として人口問題に取り組んでいただきたいと思います。また、総合戦

略課長にお願いしたことがあるんですけども、これは玉城町だけの話と違うと。だから、

６市町を皆と話し合って、やっぱりどうするかというところで、今、考えていただいて、

１人だけ飛び抜けても人口増加になりませんから、そういう話もお聞きしましたので、今

後よろしくお願いしたいと思います。 

では、先ほど人口問題で、鳥羽市の移住、定住元年の話について、また、新聞報道です

けども、これまで子育て支援に力を入れ、第２子の保育料無料化などを進めてきたけども、

過疎化や少子化・高齢化の流れは変わらなかったと言っています。また、企業誘致もみれ

なかったと言っている。そこで、移住・定住対策として 7,475万円を計上して、対策を新

たに打ち出した。その中身は移住者の住居として、市内で増えている空き家を活用するこ

とにしたと言っています。 

それで、移住者が空き家を改修した時に、最大 200万円を交付するなど、各種補助整備

事業に 2,800万円を計上したと。市は空き家修繕の補償額は、全国的に破格であり、生活

基盤となるトイレ、風呂などの修理するために必要と判断したといって、200 万円を計上

したと。そのために地域おこし協力隊を３人から７人に増加したと。また、移住先を内覧

したり、短期間でも住んでもらう移住体験プログラムにも、100 万円をもったと報道して

いる。 

また市は、住居、職業、子どもの就学など、移住希望者を求める現実的な情報を、総括

的に提供し支援する環境を整えたいと言っています。ところで、玉城町は人口減少にむけ

て、積極的な対策を打ち出している、この市の報道を聞いて、どのような対策を考えてい
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くのか教えていただきたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 竹内議員からお話のとおり、厳しい表現ですと、その地域が崩壊し

ていく。消滅していくということを報道されておられる方もおありかと思いますけども、

大変近隣の市町で人口減少がある自治体は、今のお話のとおり危機感を持っておられます。

いろんな対策を次から次へと打ち出しておられる。そういう危機感を持っておられる自治

体の施策を参考にしながら、玉城町として取り入れられるものは、今からスピード感をも

って対策を講じないといかんと思っていますから、いろんな玉城町として取り入れられる

ものは、今、玉城町として非常にいい状態になりますから、いい状態の時に将来を見据え

ての対策を講じていきたいというのが、今の考え方でございます。いろんなところの施策

は十分参考にしながら、これから進んでいきたいと思っています。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ３番 竹内 正毅君。 

○３番（竹内 正毅） では、最後に言われましたように、28年度の補正予算にできるだけ

折り込んでいただいて、何とか対策をしていただきたいと思っております。私の質問はこ

れで終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 

○議長（中瀬 信之） 以上で、３番 竹内 正毅君の質問はおわりました。 

  昼食のため午後１時まで休憩します。 

（午前 11時 53分 休憩） 

（午後 ０時 58分 再開） 

○議長（中瀬 信之） 再開します。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

  ４番 中西 友子君の質問を許します。 

４番 中西 友子君。 

 

〔４番 中西 友子 議員登壇〕 

 

《４番 中西 友子 議員》 

 

○４番（中西 友子） 議長のお許しをいただきましたので、通告書に基づき質問させてい

ただきます。まず１点目、国民健康保険についてです。国民健康保険が県に一本化される

ことになりましたが、町単独で行っていた時とどう変わるのか、お聞きします。まずはじ

めに、一本化または広域化と呼ばれていますが、今後どうしていくのかという会議も開か

れていると思いますので、それぞれ市町単独で行われている法定外繰入、平均割や、資産

割もないところもありますが、今後これをなくして統一をまず図っていくと思われます。

今より支払い金額が上がる可能性があるかどうか、お聞きします。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君の質問に対し、答弁を許します。 

町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 中西議員から国民健康保険について、ご質問をいただきました。一

本化についての動きでございますけども、考え方といたしましては、各市町村単位での小

規模国保では医療に対する需要が大きい高齢者や、保険料負担能力の低所得者が多く、か

つ被保険者の減少によりまして、市町村国保において安定的な財政運営が難しくなってき
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ているというのが現状でございます。 

また、被保険者側からみれば、保険給付は全国共通であるものの、保険料は市町村ごと

に定めるために、同じ所得で同じ世帯構成であっても、住んでいる市町村が異なれば負担

額も異なるということであります。被保険者が不公平感を抱く自体も見受けられるわけで

あります。これらのことから、各市町村独自が主体となっていた国保運営が、県と市町村

がともに運営を行う、国民健康保険制度が平成 30年４月から開始されるという、今の状況

でございます。 

具体的な内容，またご質問によって、担当課長からお答えを申し上げます。よろしくお

願い申し上げます。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 今現在、調整中ではございますけども、三重県のほうにお

きましては、部会のほうを立ち上げて、それぞれ専門的に今おっしゃっていただきました

一般会計からの繰り入れであるとか、あと基金の部分などであるとか、保険料の適正化の

部分、保険事業の部分であるとかを、それぞれの市町によって検討させていただいてござ

います。今現在、４つの部会が動いておりまして、財政運営部会、それから収納率向上部

会、医療費適正化部会、それから事務標準化部会と、４つの部会で、今、それぞれ専門的

に検討しておるところでございます。 

昨年度におきましては、それぞれの部会２回、開催されたという状況でございます。そ

の中で先ほどおっしゃってみえました保険料の算定割合でございますけども、４方式から

３方式にするのか。どちらにするのか。これは資産割の部分を入れるか入れないかという

部分でございますけども、これにつきましては、県下でもバラツキがございますので、そ

の辺りについては今、検討しておるところでございます。 

また、法定外繰入につきましても、各市町村の状況によりまして、多いところ少ないと

ころございますし、また、保有しております財政運営基金この額の部分の調整をどうする

のかという部分もございます。また、収納率につきましても、県下におきまして、バラツ

キがかなりございますので、その辺りをどう加味していくか。また、医療費の給付水準、

この辺りをどうしていくかという部分、あと所得が各市町村によりまして異なるというこ

ともありまして、その辺りを加味しまして、今、市町村ごとの納付金の額の算定の基準と

いうのを、28 年度中ぐらいに案をつくり上げていく格好になろうかとなってございます。

おっしゃってみえました保険料ですけども、今、実際どうなるのか、上がるのか下がるの

かというところでございますけども、ちょっと玉城町の場合で、私の個人的な今のところ

考え方でございますけども、医療費の給付水準につきましては、県下でも５番目ぐらいま

でに入るような低い、一人あたりの医療費水準については低い格好になってございます。 

また逆に保険料につきましては、県下で５番目ぐらいまでの高い数字になっておるとい

うところでございます。この部分につきましては、過去からの町のほうで以前ございまし

た貸付金の返還であるとか、今現在、基金のほうに順調に積み立ててきましたので、この

辺りで 28年度につきましては、若干ではございますけども、保険料を下げさせていただい

たという部分も加味しますと、県一本となった場合につきましては、現行の保険料より若

干でも下がるんではないかという見方をしてございます。以上でございます。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 

○４番（中西 友子） それでは、保険料は私も納得できる内容だったので、続きまして、
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資格証や短期証の交付内容などもわかる範囲でよろしいんで、お答えできますか。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 30年４月以降の市町村の役割といたしましては、資格管理、

保険の給付、あと保険料の決定、賦課徴収、それから保険事業等という格好になるかと思

います。それで、収納の関係、先ほど申しましたように、収納率向上部会のほうでも内部

で検討しておるわけですけれども、考え方的には県下一本でのやり方のほうに進んでいく

のではないかと考えてございます。 

ただ、今の現行におきましては、それぞれの市町によりまして、短期証あと資格証の発

行基準等を行っておりますので、その辺りにつきましても、今後、調整させていただくも

のでないかと考えてございます。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 

○４番（中西 友子） それでは、先ほどの答弁いただいた中に出ていた取り立ての強化な

どは、一層の強さというか、重圧というか、住民の払えない方にかかるということは、思

うというか、考えられる範囲ないでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 保険料の賦課徴収につきましては、それぞれの市町村が行

うということになってございます。当然、玉城町の規模であれば、それほど大きくない規

模でございますので、それぞれの家庭の状況等、十分把握した中で、きめ細かい収納率の

納付の相談等もとらさせていただく上で、保険料の徴収を努めたいと考えてございます。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 

○４番（中西 友子） この広域化は、平成 30 年から始まるということで、まだ、私も聞

いた段階で、時期が早いかなと思います。それなので、また時期をみて再度、質問させて

いただきたいと思います。 

では、次の質問に移らせていただきます。健康づくりについてです。町長の提案説明の

中でも積極的な健康づくりに取り組んでいくとありました。減塩の仕方や野菜のとり方等、

食についても町の施策、充実していると私は感じております。しかし、一方で添加物につ

いての対策が出てきてないようにも感じました。食品を長期保存できたりするのは、添加

物のおかげ、食品を自分でつくらなくても、買って直ぐに食べられる、使用してあると大

変便利なものです。 

しかし、添加物なんですが、アレルギーやアトピーの原因になっているのではないかと

いうことも、私は度々聞くことがあります。ちょっとショックだった実例があるんですが、

養豚場で廃棄のお弁当を豚に与え続けたところ、流産や奇形の子豚が生まれるということ

が、相次いだということが載っている本さえありました。これ添加物が原因だという証拠

はないんですか、これから育っていく子どもたち、地方創生でも子どもたちを増やしてい

くメニューなども多様に盛り込んであったと思います。 

国で規制されている基準は、諸外国の基準より緩いものです。そこで、お聞きしたいの

が、何をどう食べるかは住民の選択の自由ということですが、添加物をはじめ糖質や油の

とり方、危険性への対処、取り組みについて、どのように対策をとっていこうとお考えで

すか。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 食品の添加物につきましては、食品衛生法の第４条で定義
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をされておるかと思います。これにつきましては、厚生労働省で添加物の安全確保という

ことでの取り組みがなされておるかと思います。今、ご指摘いただいた諸外国等の比較と

いうことについては、私ちょっと今、手元のほうに資料を持ち合わせておりませんけども、

品目的に指定添加物として 400品目、それから既存の添加物ということで 400品目、あと

香料とか一般の食品添加物とか、いろいろ区分けがなされておりまして、それぞれにつき

まして、規制がされておる状況でございます。あと先ほど中西議員のおっしゃってみえた

豚の奇形の問題であるとか、その辺りでございますけども、町として今現在のところ添加

物のところまでの食の指導というのですか、主だった食の指導というのはやってございま

せんので、全体としてのヘルシーピーブル 21 でやっております、食のバランス食の推進

をさせていただいておるという状況でございます。この辺りにつきましては、一応、厚生

労働省のほうで安全を確保しておるということの中で、できるだけ不必要にとっていただ

くことは避けていただくということは、推奨していくべきかなとは思いますけれども、一

応、安全性を満たした中での、規格や基準を満たした中での添加はされておると考えてご

ざいますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 

○４番（中西 友子） 添加物のことも、これからちょっと触れていってほしいと思うとこ

ろです。 

その次に、質問移りまして、先ほど添加物や糖質や油のとり方についてお聞きしました

が、生活習慣病の予防としての対策が、今あるのかどうかお聞きします。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 生活習慣病の予防の関係でございます。これにつきまして

は、いろいろな施策がうたわれておるかと思います。玉城町におきましては、まず運動と

いう部分の重点的に取り組んでおる部分、それから食という部分での取り組み、食ですね、

食育等を含めた中での栄養バランスも含めた中での食という部分、その辺りを主立って今

取り組んでおるところでございます。 

運動施策につきましては、各種イベント等も開かせていただいて、ウォーキングである

とかもさせていただいておりますし、また、健康的な体操という部分も普及させていただ

いておるところで、また、各自治区のほうでも取り組みしていただいておる。あるいは各

種団体でも取り組みをしていただいておるというところでございます。 

また、28年度の中でポールウォーキングというのが、また新たに取り組みを、今させて

いただいていこうかというところで考えておるところでございます。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 

○４番（中西 友子） 生活習慣病ですが、小さい頃からのお菓子やペットボトル飲料、味

の濃い食品の習慣から抜け出すのは、大変なことだと思われます。その点についても、町

としてどのようにお考えかお聞きします。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 小さいうちからの食育という部分、保育所あたりにつきま

しても、保育所の保護者さん向けの食育の指導というんですが、栄養相談とかその辺りも

させていただいておる状況でございます。生活習慣病というのは、短期間で悪くなるとい

うものではございませんでして、長年の習慣を積み重ねてきた部分で出てくるという部分

です。その部分については、地道な努力をしていくのが、１つ一番大切なことではないか
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と考えてございます。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 

○４番（中西 友子） それでは、③のほうの質問に移らさせていただきます。予防してい

く上での住民に対する支援や補助は考えられるのかということで、書かせていただきまし

た。私が考えている内容というのは、調理が面倒臭い、食べるまでに時間をかけたくない

という、仕事から帰ってきたお父さんやお母さんたち、みんな共通した思いだと思います。

生活習慣病を予防していく上で、自分でつくって塩分や糖分のことを考えていくのが、一

番手っとり早いことなんですが、なかなかそこまで日々仕事に追われ、育児に追われてい

る方たちには無理な話だと思われます。 

その支援や補助ということで、プレミアム商品券を発行した時期もありましたが、また、

そこを違う形で商品券を発行したり、肉や野菜を少しでも買えるようにしたり、野菜を入

れるとみじん切りにできる機械等の購入の補助があれば、疲れて帰ってきたお父さんやお

母さんの調理するというやる気は、格段に違ってくると思うんですが、そういう取り組み

をする予定や、今している施策であったら、お答えください。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 具体的に個人の方に対する補助という制度といたしました

は、今現在のところ、ないというのが現状かと思います。おっしゃるように生活習慣病の

予防という観点もふくめ、あと忙しいお仕事、働かれたあとの食生活、食育の部分でのお

手伝いというのはさせていただく部分はないわけではございますけども、食生活改善推進

委員さんによります、一般伝達等によりまして、簡単につくれる安全でおいしい料理とい

うのを普及させていただいておりますような状況でございます。 

  るた、父親、男の料理教室であるとか、その辺りも開催させていただいておりますので、

ご参加いただければと思ってございます。また、健康づくりに取り組む中で、ちょっと昨

年からさせていただいておるんですけども、健康マイレージという制度でございます。簡

単なやつなんですけども、食であるとか運動であるとか、その辺りを気をつけていただく

ことをやっていただくということを、町民の方に毎日毎日そのことを思っていただくとい

うことをやりまして、昨年もやりましたのですけど、本年度も続けてさせていただきます。

今この中に商品として町で用意させていただくのに、お茶プレッソとかマルチチョッパー

とか、食品を刻むような商品も用意してございますので、そのあたりで対応させていただ

きたいと考えてございます。 

個人向けの補助等につきましては、現在のところないというこことで、ご理解いただき

たいと思います。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 

○４番（中西 友子） 健康マイレージの参加資格というのは、あるんでしょうか。妊娠中

の方や子育て中の方、または小中学生なども、ここで参加できれば、自分で調理をしよう

という考え方にもつながっていくと思うのですが。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） この健康マイレージの対象者でございますけども、20歳以

上の玉城町民ということにさせていただいてございますので、残念ながらそういう未成年

の方につきましては、参加資格はないというところでございます。 

○議長（中瀬 信之） ４番 中西 友子君。 



39 

 

○４番（中西 友子） また、健康マイレージで小中学生が参加できるような枠もつくって

いただけたらと思います。この生活習慣病の予防は一人ひとりが自分の中で大事であり、

広がっていくと思います。町の今後の施策にも期待して、私の質問を終わります。以上で

す。 

○議長（中瀬 信之） 以上で、４番 中西 友子君の質問には終わりました。 

  次に、５番 前川 さおり君の質問を許します。 

５番 前川 さおり君。 

《５番 前川 さおり 議員》 

 

○５番（前川 さおり） 議長に発言の許可をいただきましたので、通告書に基づき、耕作

放棄地、休耕地の現状と再生について、一般質問させていただきます。 

  まずはじめに、一般的には耕作放棄地と休耕地に、線引きが曖昧とはいえども定義はあ

るようです。ですが、耕作する自身が高齢になり、足腰も弱ってきて、後継者もいなく、

農業への愛情を今も変わらずもっているのに、泣く泣く耕作を諦めざるをえないという

方々に対して、放棄という言葉を使うことに、私自身は適切ではないと思っておりますの

で、今回の一般質問は、全国的に耕作放棄地と言われていることも、全て休耕地として発

言させていただきたく存じます。 

では、本題ですが、全国的にも休耕地の割合が笛、多くの自治体が対策を講じておられ

ることと思います。休耕地をこのままにしておくと、病害虫の発生、周囲の農地への雑草

繁茂の原因、野生の鳥獣の棲家になる。農地の持つ災害防止機能が低下する。景観の悪化

などが問題点としてあげられますが、玉城町においての現状及び、現在、休耕地の問題解

消に何か取り組みをされていればお聞かせいただきたいです。 

○議長（中瀬 信之） ５番 前川 さおり君の質問に対し、答弁を許します。 

町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 前川議員から耕作放棄地、休耕地の現状と再生についてのご質問を

いただきました。農業を基幹産業として発達を遂げてきた玉城町、そして、玉城町の住み

よさの一番がこの優良農地が保全されておるというところにあると思っています。その中

によく言います学ぶ場所、住む場所、働く場所がある、大変バランスのとれた町でありま

すから、これからもこの優良農地、里山を大事にしていく取り組みが、町として重点だと

思っております。 

おかげさまで韜晦４県では、トップでありますけれども、多面的機能、農地・水の取り

組みが各自治区や改良区の方々によってなされております。大変喜ばしいことだと思って

います。まずは具体的な内容、今の状況もお尋ねもございますが、これからの考え方とい

たしまして、やはり町の皆さん方が、この玉城町の環境を良くしていこう。そして、農家

の皆さん方のすばらしい、昨日も申し上げましたけれども、玉城豚や和牛や、あるいは農

作物を栽培なさる優れた技術をお持ちでございますから、そういったことも町の皆さん方

が理解をしていただくことも非常に、町の施策として大事だと思っております。 

そこで、今後、十分検討してきたいと思っていますけれども、健康の面やあるいは生き

がい対策、あるいは食育、あるいは情操教育の観点から、近隣市町でも市民農園という形

で施策が講じられてきておる事例もございますので、町としてそれが具体的にどうできる

のかどうか。さらに今後検討をしていきたいと思っておるところでございます。あと以下
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のことにつきましては、具体的なことにご質問がありますので、担当課長から答弁をいた

させます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） まず１点目のお尋ねの耕作放棄地、いわゆる休耕地の問

題解消についての件でございますが、まずこの現状について申し上げますと、平成 27 年

度の調査時点で、町内の耕作放棄地につきましては、80 筆、面積にいたしまして、３万

4,688 ㎡でございます。この数字は毎年、農業委員会におきまして、遊休農地の現地調査

を実施した結果でございます。この調査で実態把握をさせていただいたのちに、遊休農地

の所有者に対しまして、遊休農地の利用意向調査を実施させていただきまして、農地中間

管理事業の利用や所有権移転の意向、耕作再開の意思、その時期等々を確認させていただ

いております。 

そして、またあわせて、先ほども町長の答弁にございましたが、各集落におきましては、

農地・水活動、今は多面的機能支払活動といっておりますが、この活動が行われておりま

し、この活動で遊休農地の発生の抑制を行っております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ５番 前川 さおり君。 

○５番（前川 さおり） 現状はわかりました。全国的に比べて休耕地は少ないようですけ

れども、今後増えてくることも考えられると十分に思います。将来的に農業を再開できる

めどが立たないようであれば、その農地を借りたいと思っていらっしゃる方に、スムーズ

に受け渡していくことが、休耕地の発生を未然に防ぐ対策になると考えておりますが、２

番目の質問で、休耕地を貸したい方や借りたい方の仲介などを行われるお考えはありませ

んでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） 耕作放棄地、この休耕地の件でございますが、仲介とい

うことでお尋ねいただいたのですけども、まずは三重県に、平成 25 年度に農地中間管理

機構というのができあがりました。これは農地の仲介をする機関でございまして、こちら

のほうは平成 26 年度から、各集落で取り組んでいただきますように推進を行っておると

ころでございます。 

こちらのほうは、先ほど説明をさせていただきました農業委員会によりまして、遊休農

地の利用意向調査による利用者の意向の把握をさせていただきまして、ご希望がありまし

たら中間管理機構に紹介するという体制を、今のところ整えております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ５番 前川 さおり君。 

○５番（前川 さおり） 本来であれば当人同士で解決できることが望ましいとは思います

けれども、親戚も知人もいらっしゃらない中、玉城に移住された方もいらっしゃると思い

ます。そのような方々には、直接交渉するつてもなく、そうした場合やはり役場の皆さん

頼るしかないと思っておりますので、気持ちを酌んでいただいて、双方の架け橋となるよ

うなシステムを共に考えていければよいと思っております。 

先ほど町長からもお話があった、市民農園のことをちょっと質問させていただこうと思

っていたんですけれども、近年、高齢者や健康や自らの生きがいのために利用したり、食

育や情操教育の観点から、幼児、児童生徒の体験学習や、企業の福祉厚生などの目的で利

用される市民農園が増えているそうです。 

町長もよくおっしゃっていますが、人口減少する自治体が多い中、玉城町は人口増加い
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してる希有な町です。県内の他市町はもちろんのこと、県外から移住してくださった方も

いらっしゃいます。その方々から玉城にきたら家庭菜園をやりたかった、やれると思って

おったのにというお言葉を耳にすることがあります。そこで、冒頭の町長の言葉とちょっ

と一緒になってしまうのですけども、止め直しという部分で、小面積の農地を利用して、

低下で家庭菜園を楽しみたいという人が増えていることから、休耕地を活用して、市民農

園を開設している自治体が多くございます。 

今後、玉城町でそのようなお考えがないか、もう一度お聞かせいただきたい。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） 前川議員おっしゃられるとおり、やはり農林水産省のホ

ームページ等を見ますと、市民農園についての定義がございます。サラリーマン家庭とか

都市の住民の方々が、リクリエーションとしての自家用野菜、花の栽培、高齢者の生きが

いづくりとか、そういった福祉の目的で、小面積の農地を利用して、野菜や花卉を育てる

農園ということで、認識をいたしております。 

先ほども冒頭で町長のほうで、市民農園整備についての検討を、これから進めていくと

いうことでございますので、当課といたしましても近隣市町の状況を調査をさせていただ

きながら、検討について進めさせていただきたいと思います。なお、近隣では度会町さん

は宮リバーの度会パーク、度会町さんが直営で、農家から土地を借りまして、それを貸し

出ししている事例がございます。 

それからあとは多気郡農協さんが、この間、明和町で一部ございますのと、伊勢農協管

内では小俣が２箇所、御薗に１箇所、これも農協のほうで運営しているということで、実

態のほうを調査をさせていただいておりますので、こういったところをいろいろ参考にさ

せていただきながら、市民農園につきましての検討をさせていただきます。このように考

えております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ５番 前川 さおり君。 

○５番（前川 さおり） 健康づくりや地域の方々とのふれあいが持てる、お子さまのいら

っしゃるご家庭では、お子さんの食に対して興味を持つようになった。また、農業に興味

を持つようになったなど、市民農園には多くの利点がみられるようです。一方では今まで

草刈りなど農地保全に努めてきたけれども、高齢になって維持管理も大変だという方がい

らっしゃいます。この２つの状況を考えますと、近隣の他の自治体のように、市民農園の

開設は双方にとって喜んでいただけるのではないかと、私は考えておりますので、どうか

善処できることをお願い申し上げまして、私の一般質問を終わらせていただきます。あり

がとうございました。 

○議長（中瀬 信之） 以上で、５番 前川 さおり君の質問は終わりました。 

次に、７番 井上 容子君の質問を許します。 

７番 井上 容子君。 

 

〔７番 井上 容子 議員登壇〕 

 

《７番 井上 容子 議員》 

 

○７番（井上 容子） 議長のお許しをいただきましたので、通告書に沿って一般質問をさ
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せていただきます。今回の質問は３点、１つ目に、職員の資質能力と採用について。２つ

目に町おこしに向けての同窓会について。３つ目に、中山間地における里山管理について

でございます。 

それでは、１つ目、玉城町職員の資質能力と採用について、３つの項目にわけてお尋ね

します。まず１つ目の項目、採用者の学歴についてでございます。本年度も新規採用者が

あり、先般職員の皆様もご指導にお忙しいようです。先日の三重テレビの生放送でも、お

二人のフレッシュさんが活躍されていましたね。役場のご様子から察するに、皆さん大学

を卒業しておられるようです。近年、高校を卒業されて直ぐの採用がないようにお見受け

しますが、町としては学歴優先なのでしょうか。たまたま中学、高校の新卒採用がないだ

けで、学歴にとらわれない採用を心がけておられるのでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君の質問に対し、答弁を許します。 

  町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 井上議員からまずは職員の資質能力と採用についてのご質問をいた

だきました。玉城町の採用の考え方はどうかということでございます。玉城町におきまし

ては、まずは新規採用の場合の新規の募集要綱、これを広報等を通してお知らせをさせて

いただいておるわけでございます。 

一般行政職、事務職の場合を申し上げますと、高校卒業程度の学力を有する者と、こう

しておるわけでございまして、ここ数年の採用実績では、学歴をみますと大学卒の方が多

いわけでありますけれども、高校卒業の職員の方もおるということでございます。また、

実際に平成 24年の採用でも、高校卒業者の方もおって、大学卒業ということには限定して

いないということでございます。 

従って、募集要綱、一般行政職で申し上げますと、高校卒業程度の学力を有する者とし

ておりますので、最近はございませんけれども、仮に最終学歴が中学校卒業でありまして

も、高校卒業程度の学力があれば、採用受験を妨げるものではないという考え方でござい

ます。 

当町の採用方針でございますけれども、学歴優先の採用ということでは決してございま

せんので、県下統一の採用試験がございまして、１次、２次試験においては学力、それと

知識、人物等の面接、作文というものをクリアーをしていただくということでございまし

て、その上で、玉城町職員としてふさわしいかどうかということを判断をさせていただい

て、成績の良いから方から採用しておるという状況でございます。 

採用試験におきましても、高校卒業程度の者ということになっておりますから、高校卒

業、大学卒業に関わらず公平に判断をさせていただいて、採用しておるというのが、今の

現状でございます。以上でございます。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） どこの学校を卒業していても、していなくても、高校卒業程度の学

力があれば、優秀であれば採用していただけるということで安心いたしました。 

では、２つ目の項目にまいります。専門の技能を持った職員について、３つに分けてお

伺いします。看護師、保健師、保育士など専門の資格が必要な職種に関しては、他の職種

にもまして、町の方針や状況に沿った知識を持った職員採用が必要かと思われます。 

まず最初に、町に就職することを目標にしている学生、こういう人材を採用するという

指針は、問い合わせがあれば答えられる準備はございますか。具体的な目的意識をもって
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勉強するのと、なにげなく知識を習得するのでは、現場に出てから違いが出てまいります。

また、現場がどういう人材を求めているか。現場と採用担当部署との認識の違い、食い違

いが起こらない対策はとっておられますでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 今、お尋ねの職員の専門職員ということでございますが、全般

な形で指導させていただきますと、まずもって玉城町におきましては、玉城町人材育成基

本方針というものがございます。そして、定員の適正化計画というものも策定をしておる。

その中で求められる職員像というものを掲げてございます。 

職員の人材育成も含め、全職員でまた今年度から人事効果という中での人事制度のほう

も、取り組んでおるところでございますし、これらのことから今、議員仰せの中での町職

員としてのということにつきましては、職員間共通の認識の中で対応可能と考えてござい

ます。そして、また現場との食い違いというお話がございましたが、これにつきましても、

常に各担当課長が現場、そして、管理運営状況を把握する体制を整えてございますので、

そのようなそごはないと考えておるところでございます。 

そして、また専門職的には、特に看護師、保健師の関係でございます。これらにつきま

しては、三重県県立看護大学と連携をいたしまして、地域推薦枠というの設定をいたして

おります。既に３名が採用という中で、保健師１名、看護師２名、従事をしていただいて

おると、現在、大学のほうで地域推薦枠の中で在学中であるということも、申し添えさせ

ていただきます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） では、次にまいります。働きながら学べる学校が多くございます。

例えば昔からある夜間課程のある学校は勿論ですが、平成 14 年から文部科学省で制定さ

れております、長期履修制度はご承知のとおり、働きながら勿論、育児や介護をしながら

でも学べるように、２年で設定された課程と学費を、３年から４年に分けて学べる制度で

す。現場の状況がわかってもなるものと、将来役立てられるであろうスキルとして学ぶの

では、学習成果に大きな違いが出てまいります。そういった意味でも、町で働きながら学

ぶ人を採用するということは、知識も意欲も兼ね備えた人材を確保できる利点があるかと

思います。 

非常勤職員として働きながら、町の求める能力を学び、通学できる制度はありますでし

ょうか、お答えください。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 非常勤職員ということ、また、これにつきましては、正規の職

員もあわせてでございますが、制度としてもございますし、また、働きながら実際に大学、

放送大学等に通い、学位を取得した職員もあります。そして、また制度の中では、玉城町

職員の就学部分休業に関する条例という形でも、部分休業の制度も設定をいたしておりま

すし、また、職員の中で今までも休業をして、その中で学位を取得をしたとかいう職員も

おりますし、上位の資格を取得し、幹部でおる職員もおる状況でございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） ありがとうございます。必要な勉強は採用されてからでも学べると

いうことですので、町にあった人材に育っていただくためにも、優秀な若い人を採用し、

どうしても学識を深める必要があるならば、仕事に必要な学問を修めていただくことも可
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能にしていただきたいと思います。 

では、専門的な技能を持った職員について、最後の質問です。現在、保育士の賃金につ

いて、業務内容と照らし合わせて、金額が低いのではないかと全国的に話題になっていま

す。保育士に限らず専門的な知識を持った職員に対する賃金について、何らかの考慮はさ

れているのでしょうか。例えばインターネットの保育士対策の転職サイトでは、やりがい

があるから保育士を続けたいけれども、生活が成り立つかどうかが不安と思うなら、転職

すればいいんですよ。今すぐ転職ができなくても相談にのりますよなどの言葉が溢れ、テ

レビでは都会での暮らしに憧れる若い保育士を誘う姿が、特集されたりしています。 

玉城で働きたい人はたくさんいらっしゃると思います。しかし、希望される人全てが町

が望む人材とは限りません。優秀な人材は自分の能力が生かされる職場を希望されるでし

ょうが、家族を養う生活ができるかどうかも重要な要素になります。優秀な人材が受験申

込をしてくれるように、また、正規職員、臨時職員に関わらず玉城で働く優秀な人材が、

ほかに転職してしまわないように、どのようなに考えておられるかお伺いします。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 保育士の賃金関係のお話でございます。正規の保育士につきま

しては、国に準じた私ども行政職の給料表と同じ給料を適用してございますので、今、全

国的に問題になっておるような賃金格差というものはないと考えておるところでござい

ます。 

そして、また、正規の職員につましては、役場職員と同様の休業、育児休業なり制度も

全て同じ状況の内容でございます。非常勤職員というふうなことの部分もあろうかと思い

ます。これにつきましても、この３月の定例議会のほうにおきまして、任期付きの職員と

いう枠を設定をし、非常勤の中からそういう正職に近い職員の扱いという制度もこさえた

中で、対応するように進めておる段階でございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） それでは、今、話題になっているような問題視されているように、

保育士の給料がアップするということは、今のところないということでございますか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 正規の職員につきましては、行政職員給料表と国公に準拠した

形でございますので、そのような考え方は持っておりません。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） では、職員の資質と採用について、最後の項目に移りたいと思いま

す。３月の一般質問で発達障がいをお持ちのお子さんへの対応について、お尋ねしました

中に、保育所において発達障がいの認定をされたお子さんだけでなく、発達障がいの認定

を受けてはいないが、発達障がいの疑いのあるお子さんについても、早期に支援を行うこ

とによって、発達の遅れを取り戻すことを目的に、いろんな方策をとっているというよう

なお答えをいただきました。 

その中でも、三重発達障害システムアドバイザーの研修を受けた保育士などが担当し、

日本で唯一の児童精神科の専門家病院である三重県立あすなろ学園からのご支援を受けつ

つ、ＣＬＭチェックリストイン三重という、発達チェックと個別の指導計画による三重県

の発達障害児児童プログラムについて、ご助言をいただいているとの内容でございました。 

まず、三重発達障害支援システムアドバイザーの研修を受けた、保育士、保健師、教員
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はあわせて何人おいでになるのでしょうか、お聞かせください。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） 三重発達支援システムアドバイザーの研修でございます。これはあ

すなろ学園での研修ということで、１年コースもしくはあすなろ学園で研修を受けた職員

が複数名おります市町におきまして、半年間の研修ということで、取得が可能かとなって

ございます。この制度につきましては平成 15 年から始まりまして、27 年度末までで県下

で 55 名の方がアドバイザーの認定をされてございます。そのうち玉城町は２名の保育士

が認定を受けておるという状況でございます。 

○議長（中瀬 信之） 教育長 山口 典郎君。 

○教育長（山口 典郎） 少し内容が変わります。先ほどのあすなろ学園の研修につきまし

ては、厚生労働省の管轄になります。それから、学校においては文部科学省という形にな

りますので、そういったいわゆる研修を受けるというのは、別な研修の機会があります。

それで、現在学校においては、特別支援、発達障害を中心とした特別支援の対策のために、

各学校には１人、特別支援コーディネーターというものを置かなければいけないことにな

ります。それで、先生方の中から、必ずその研修にいく先生を決めて、毎年行っておりま

すので、そういった点では、毎年１人ずつは学校にいる。それから、養護教諭の先生方も

特別支援、発達障害の研究も行っておりますので、そういった点では、最低は２名みえま

す。ただ累積してきますと、過年度の方々もたくさんみえますので、数名が学校にはみえ

るということになってきます。 

  それで、そのほかの先生としましては、一応各学校ではそのコーディネーターが、毎月

１回、全職員の先生方を集めまして、話し合いを持っております。その中でされているの

が、いわゆる特別支援学級へ行っておる子どもたちだけやなしに、発達障害を感じられる

子どもたちについての話し合いも行われて、全職員で共有をしているということでの会議

も持っておりますので、そういった点での理解あると思っております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） ありがとうございます。先ほどの続きになりますが、３月の一般質

問で気になる数字をお答えいただきましたので伺います。障害をお持ちのお子さんは、年

によってバラツキがあるものの、20名を超えるくらい人数がいて、その中で町独自に加配

職員を 10名弱配置されているとのお答えでした。 

三重発達障害システムアドバイザーの研修を受けた保育士さんでしょうか、２名お出で

になり、その職員が他の保育士に知識を伝えることで対応できるようなお話を、お返事い

ただいたかと思いますけども、折角知識を伝授していただいても、臨時職員の身分では、

職員の意欲も下がるでしょうし、短期職員ですと知識に応じた経験を生かす機会がござい

ません。期待できません。 

また、南勢地区の保護者の方は、北勢、中勢地区の方と比べて、発達障害に対する認識

か薄いと聞きます。また、大勢の年長者と同居していた時代の感覚でおられ、現代の子ど

もたちが年長者と接触する機会が減っている意識がないのか、発達障害と思われたくない

差別意識のほうが強いようです。 

子どもたちが大きくなってから、社会に順応できなくならないように、社会で順応でき

るように、障害支援や保護者の方への啓蒙活動ができるような知識を持って職員の採用は、

町で予定されているでしょうか。 
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○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） ３月の答弁の中であったというお話でございます。保育士

は保育現場に入らずに、専門に指導しておる職員を１名配置してございますので、各園に

それぞれのクラスにおきまして、指導することは可能ということで、ご理解いただきたい

と思っております。 

発達支援システムアドバイザーの研修を受けた１名につきましては、今現在、所長とい

う立場におりますし、もう１名はフリーということの中で、保健福祉会館のほうで勤務を

させてございます。 

それとあと保健師の福祉会館のほうにおりまして、お子さまのお生まれになった、赤ち

ゃん訪問の時からですね、ずっと観察というんですか、そのお子さまをみさせていただい

た中で、適切な指導をさせていただいておるという手厚く町のほうで、保健師、保育所あ

たりが連携した中で、今、お子さんのお手伝いをさせていただいておるところでございま

すし、また、町のほうでの特別の加配というんですか、その部分も付けさせていただいて、

できるだけ早い時期に、お子さんですが、十分伸びる部分も持ってございますので、でき

る限りその部分を伸ばすように努力をさせていただいておるところでございます。 

それで、職員の採用でございますけれども、資格を持った職員というのは、なかなかそ

のようないないという状況でございますので、町の職員の中から、そういう職員を養成し

ていくという考え方でございます。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） 先ほどからお話いただいております、発達支援アドバイザーとかの、

三重県の取り組みの特徴は、早期発見、早期支援に続く、小学校、中学校と途切れない発

達支援システムにあると理解しております。先ほどのコーディネーターさんのお話もあり

ましたし、発達支援アドバイザーさんのお話もありましたが、教育委員会さんと福祉課の

ほうでのすり合わせというのもできているということで、理解させていただいてよろしい

でしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 教育長 山口 典郎君。 

○教育長（山口 典郎） 保育所と小学校との連携のほうは、小学校に入る段階でも巡回教

育相談等もさせていただきまして、子どもたちを学校の先生方、それからコーディネータ

ーの先生方がみていただいて、今後、小学校に入った時に、どのような対応をとったらい

いかということの計画までつくりながら、入学までの短期間の間ですけども、１年間の間

ですけれども、つくりあげていくことをやっておりますので、そういった点では保小の連

携はスムーズに行われているものではないかと思っています。以上です。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） ちょっと補足でございますけれども、家庭・子ども支援ネ

ットワークという組織を立ち上げておりまして、それによりまして、校区別の会議、あと

担当者会議、実務者会議という部分でございますけども、これも定例的に年に数回行って

おりますので、その辺りで小学校の校長先生あたりも入っていただいた中で、運営をさせ

ていただいておりますので、十分連携して支援をさせていただいておる状況かと思います。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） 早くから玉城町ではこういったことに取り組んでいただいているよ

うですし、未来の玉城町を担う子どもたちが、社会で貢献していけるように、継続した人
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材の育成が必要かと思います。加配保育士による療育、治療の療に育くむと書きますが、

これをあすなろモデルというそうですね。こちらを実施するための加配保育士は、臨時職

員よりも正規職員のほうが適しているのではないでしょうか。いくら少子化が子どもが減

っておりましても、毎年 10 名も加配があるのでしたら、担任、副担任は勿論、加配の半

分が正規職員でも、定年などの退職、育児休業、介護休業などの必要が出てくれば、少子

化に伴う職員を減らす必要もないかと思います。 

保育士の質を維持するためにも、少数精鋭では、これからの若い世代には、待遇の悪さ

と映りかねませんので、どうか正規職員の保育士の採用増加と、若い保育士の育成、学校

におきましての学習支援補助員など、ご検討いただきますようお願いいたします。 

続きまして、２つ目の質問に移らせていただきます。町おこしに向けての同窓会につい

てお伺いいたします。玉城で育った方が、玉城で定住していただくために、同窓会は故郷

の良さをアピールするよいきっかけになると思います。実際、同窓会を町おこしに利用し

ている自治体はたくさんあり、古里会議同窓会事業などの補助金制度も多く、いろいろな

取り組みがみられます。中学校が町に１つしかない玉城町では、成人式が中学校の同窓会

のようになってはいますが、家庭を持つ世代に玉城の良さをアピールするには、何年か後

にも同窓会があったほうが、効果的でないかと思われます。 

既に玉城町の人には当然になっているのかもしれませんが、ごみステーションへのごみ

だしや役場窓口の 19時までの対応、子どもの医療費の無料化など、玉城町はほかの自治体

に暮らす人からは高い評価を受けています。成人式や就職前の地元ＰＲだとすれば、同窓

会はマイホーム建設前の大切なＰＲ手段です。生活が安定しますと、Ｕターンは見込みか

薄くなりますが、その前に対応し玉城で暮らすきっかけにできれば、空き家対策、耕作放

棄地利用促進、多世代同居の復活につながるのではないでしょうか。 

また、同窓会を開くために必要な買い出しや、仕出しを、玉城町内で手配していただく

ことにより、玉城を潤すことにつながります。補助金とまではいかなくても、少しの支援

で大きな効果が得られるのではないでしょうか。会場の掃除やごみの処理などを、自分た

ちでしてもらうなどのルールの整備は必要があるかと思いますけれども、町内の業者の紹

介や、玉城広報の活用、施設の利用許可などという低コストな援助で、可能になります。 

そこで同窓会を盛り上げていただく取り組みを、ご検討いただけるかどうかお聞かせく

ださい。 

○議長（中瀬 信之） 総合戦略課長 林 裕紀君。 

○総合戦略課長（林 裕紀） コミュニティー活動を応援するという立場から、広報紙のほ

うにこういう同窓会の掲載については、問題ないと思っています。ただ、掲載に関して若

干決め事は必要かと思いますので、それをつくっていきたいなと思っています。広報紙の

ページ数にも年間契約というのがございまして、新たにページ数は増やしにくいところは

あるんですが、私も以前から町民活動の広場という、そういうようなものをちょっと掲載

をしていきたいという思いがございますもんですから、それは会員の募集とか、それから

催し物の状況とか、今の同窓会ですね、それを通知をするような掲載するページ数をつく

ってみたらと思っています。 

先ほど申し上げたように、ページ数の制約がございますので少しお時間いただきながら、

前向きに検討していきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 
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○７番（井上 容子） 広報以外にもやはり支援など、ほかの部署の方々もご検討いただけ

ればと思いますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、最後に３つ目、中山間地における里山管理について、お伺いいたします。先

ほど前川議員の一般質問にもありました、耕作放棄地問題と同じように、山の管理も深刻

な問題となっております。玉城町総合計画では、産業の連携により地域経済を活気づける

町の農林業の森林、里山の保全管理という項目においては、森林や里山の大切さを住民が

理解し、里山づくりを主体に促進して、住民はもちろん玉城に関わりを持つ方々の森林へ

の理解を深めることを目標に、鳥獣被害防止対策の強化を主な取り組みにあげておられま

す。 

取り組みの内容を読み上げさせていただきますと、獣害に強い集落の育成を図るため、

集落との協力や広域連携を図りながら、被害状況の調査や原因の究明に取り組むとともに、

野生鳥獣による農産物への被害防止施設の整備及び有害鳥獣の捕獲、駆除を進めますとあ

ります。ただ、被害防止施設は対処療法でしかなく、近年では害獣の生体に、里山整備が

必要不可欠だということを、よく報道されています。 

また、これには住民の努力も必要不可欠であるとも叫ばれております。私自身が管理地

に手が回らず、獣害対策に非協力的と批判されても仕方ない状態ではありますが、町民の

方々のご意見として、あえて３つの項目にわけて質問させていただきます。 

最初に常に山を管理していたころの世代から、会社勤めが普通になり、山の管理をしな

くなった世代に移り、その方も既に高齢者になっております。かろうじて山の場所を把握

されていた方も、その次に世代になると、自分の家の山に行ったこともない。山があるか

どうかも固定資産税の内容をご覧にならない限り、ご存知ない世代となります。山は数年

行かないだけで、様子がまったく変わりますので、小さいころに連れて行ってもらった記

憶では、まったくわからなくなるのも当然です。 

このことからも相続者が管理すべき土地の場所がわからないという状態が多くあります。

現在では衛星写真で場所の確認ができるなどの技術なども発達しております。場所の通告

など所有者の意識を高める工夫はされておられますでしょうか、お聞かせください。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） まず前置きといたしまして、玉城町の鳥獣害対策につい

て、若干説明させていただきたいと思います。27年度の実績でございますが、有害鳥獣の

捕獲数につきましては、206 件、半数が鳥類による被害でございます。また、最近は猪の

被害も増加の傾向にございまして、同年の捕獲数につきましては、48頭ということになっ

ております。 

町といたしましては、お示ししたとおりの総合計画におきまして、従来の猟友会の事業

の委託ということで、鳥獣害の対策を行っておりますが、平成 23年度から鳥獣害の防止総

合対策事業という国の事業を受けまして、電気柵、ワイヤーメッシュの設置等を、集落と

協力して実施をさせていただいております。 

次に、お尋ねの件でございますが、玉城町にも森林計画に基づきます森林簿というのが

ございます。森林の所在地とか所有者、それから面積等々を情報を記載した台帳というこ

とでございます。ただお尋ねのように、今の状態で衛星写真でございますので、場所の確

認ができるという方法はとっておりませんし、昔ながらの紙ベースの台帳しかございませ

ん。従いまして、所有者情報とか、そういったことにつきまして、所有者の方からお尋ね
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がございましたら、その台帳をもってして案内をさせていただいておるという状況でござ

います。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） では、固定資産税の番地の記載のあるものを持っていけば、だいた

いどの辺がうちの土地だなというのは、お教えいただけるということでよろしいですか。 

○議長（中瀬 信之） 税務住民課長 北岡 明君。 

○税務住民課長（北岡 明） 地番図の閲覧につきましては、税務住民課の窓口におきまし

て、申請をしていただくことによりまして可能でございます。ただし山林等につきまして

は、非常に境界線の中に見えない部分が多々ございます。それですので、境界線が入って

おって、例えば１つのところに１つの地番が入っておれば、その地番から法務局等で確認

をいただくということをさせていただいておりますけれども、一つのエリアの中に何筆か

入っておるような状況が多々ございますので、その辺につきましても、法務局で確認をい

ただくなり、登記簿そういったもので確認していただくということでのご案内をさせてい

ただいております。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） 町にも林班図というのをそろえておりまして、ここで確

認はさせていただくことができます。ただ残念ながら、所有者情報というのは更新されて

いるのは、ちょっと数年前になっているということでございまして、今後、国の森林法の

一部を改正する法律というのが、今検討されております。実施につきましては、平成 29

年４月１日ということで聞いておりますが、ここの中で、先ほど申しいただきましたよう

に、鳥獣害の関係のことの検討とか、それから隣地台帳の整備というのも計画をされてお

ります。三重県と連携をいたしまして、市町がこれからつくっていくということで、計画

がありますので、玉城町もこういうものを利用しながら、しっかりした管理の所有者台帳

というのをつくらせていただきたいと、このように考えております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） それでは、だいたいの場所は産業振興課さんと税務課さんのほうで、

両方にお尋ねすれば予想がつくということで、よろしいですか。 

それでは、次にすいません。地主が高齢化していたり、山の管理力がない場合、町とし

て何か対策はとられることを予定されているでしょうか。例えば城山クリーン作戦のよう

なことは考えておられるか、お聞かせください。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） やはり管理につきましては、個人の所有というものでご

ざいましたら、やはり基本的には個人で管理をしていただくということになろうかと思い

ます。どうしてもという場合は、私ども窓口に言っていただきましたら、有償になるかと

思いますが、伊勢志摩森林組合のほうで、個人所有のところの伐採とか、下草刈り等を請

負しているということで、確認をとらせていただいておりますので、もしご相談がありま

すようでしたら、私のほうの窓口か組合のほうにお尋ねいただければいいかと思います。

以上です 

○議長（中瀬 信之） ７番 井上 容子君。 

○７番（井上 容子） 有料とはいえ慣れた方にお願いできるのであれば、ありがたいこと

だと思います。１人では山に入るなと、昔から戒めされていますけれども、慣れない人が
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慣れない誰かを誘って、荒れた山に入ることも危険です。ある程度、人が入れるようにな

れば、その後の管理もしやすくなるでしょうから、住民の方から問い合わせがあれば、積

極的にお答えいただければと思います。 

最後の質問です。害獣駆除に罠を仕掛けるのにも、許可や免許が必要なことをご存知な

い方は意外に多くいらっしゃいます。また、鳥獣保護法で野生の動物を捕獲することはい

けないことというのはご存知でも、害を及ぼす動物まで保護されていると思われない方も

いらっしゃいます。そんな中、狩猟免許をお持ちの方に、害獣駆除にご協力いただけるの

はありがたいことだと思います。山間部では害獣駆除のための若い世代の狩猟免許取得者

育成に、一生懸命になっておられるようです。ただ、免許の更新など面倒なことも多いた

めに、後継者不足も問題になっています。 

農産物や人への被害を防ぐ緊急の対策として、防除に協力していただく猟友会の方の後

継者問題は、玉城ではどの程度なのか、お教えください。 

○議長（中瀬 信之） 産業振興課長 中世古 憲司君。 

○産業振興課長（中世古 憲司） 事業、駆除を委託しております猟友会、こちらの会員に

つきましては、現在 30 名が登録をいたしております。年齢構成といたしましては、多い

順番でいきますと、60代が 14名で 42％、70代が６名で 18％、30代が５名おみえになり

まして、15％、40 代が３名で９％、50 代が２名で６％ということになっております。30

代、40代、50代の人数を合計いたしますと、合計で 10名ということになりまして、３分

の１が若いという世代ということになるのかと思いますので、後継問題につきましては、

中には女性の方もとおみえになりますし、よそのほかの市町と比べれば、まだまだ猟友会

のほうで対応できるのではないかと、このように認識しております。以上です。 

○７番（井上 容子）駆除に関して、狩猟免許を持った若い世代が多くおいでになるという

ことをお伺いして安心しました。もうすぐ今年度の狩猟免許の更新や新規希望者の講習が

始まります。これからも更新していっていただけるように町からも後押ししていただけれ

ばと思います。これにて私の一般質問を終らせていただきます。 

○議長（中瀬 信之） 以上で、７番 井上 容子君の質問は終わりました。 

  途中ですが、10分間休憩します。 

（午後 ２時 14分 休憩） 

（午後 ２時 25分 再開） 

○議長（中瀬 信之） 再開します。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

  ８番 北川 雅紀君の質問を許します。 

８番 北川 雅紀君。 

 

〔８番 北川 雅紀 議員登壇〕 

 

《８番 北川 雅紀 議員》 

 

○８番（北川 雅紀） 議長のお許しを得ましたので、通告に従い一般質問をさせていただ

きます。今日のテーマは１つでして、公共施設の設備について、設備といってもいくつか

種類があるので、今日はその中から３つ、１つは、たばこですね、たばこを吸う部屋とか、
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たばこを吸っていいかどうかということと。２つ目が、Ｗｉ－Ｆｉ、携帯とかネットワー

クにつながるＷｉ－Ｆｉのことについて。そして、もう１個最後は、電気とか回線、電話

とか電力自由化とかの流れの中で、各施設のそういったものの経費とか状況、その合計、

たばことＷｉ－Ｆｉと電気とか、そういうネットワークのこと、３点について公共施設の

ことについてお伺いします。 

１つ目ですが、まず最初にたばこです。公共施設といっても学校とか、保健福祉会館、

また役場とかいろいろとあると思うんですが、そこで喫煙場があるところ、また全面禁煙

のところとか、いろいろ種類があると思うんですが、そういったことは公共施設なので町

が決めるわけですが、そこに対する考え方。またその大元をいったら、喫煙する人に対し

て、町はどう考えていて、どういう政策をしているのか。また、受動喫煙ですね、吸って

ない人が煙を吸うということに対して、町はどう考えていて、どういう施策を打っている

のかということも含めて、まず大きくは町長にそういう健康という視点から禁煙や喫煙、

受動喫煙についてどう考えているのか、またどういう施策をしているのか伺います。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君の質問に対し、答弁を許します。 

町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） 北川議員から健康の視点からの喫煙についてのお尋ねでございます。 

まずは、私は若い時からたばこを吸っておらんのですけども、たばこを吸うことによる

健康被害というのは、もうご承知のように、煙を吸って、口から喉や肺以外へ、肺からの

影響から例えばがんの発症、あるいは循環器、呼吸器、そして、奧さんをお持ちの場合に

は、子どもへの影響というものも喫煙によってあるということが言われておるわけであり

ます。また、受動喫煙についても、肺がんや子どもの発育への影響が及ぼされるというこ

とを聞かれておるわけであります。 

嗜好品ということでありますから、なかなか止められないということも現実あるわけで

ありまして、もちろんたばこを吸われる方もおみえでありますし、また、お酒にしても、

あるいは甘いお菓子にしても、辛い漬け物にしても、やはりこれは過ぎると健康被害が発

生するということでありますから、長年好んでこられた嗜好されてこられたことが、なか

なか止められないというのが現実でありますけれども、できるだけ健康を守るために控え

ていただくような啓発、そういうものが大変重要かなと思っています。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 町長が言ってみえたとおり健康によくないものというのは、世界共

通であり、日本でも同じようなことですし、誰もが知っていることなんで、たばこを吸っ

ている人も、受動喫煙の人も健康によくないというのが、当たり前になっていると思いま

す。そういった中で、５月末、先月末に厚生労働省が発表したんですが、受動喫煙の影響

による死亡者が国内で年間１万 5,000人にのぼると推計を発表しました。 

吸っている人は吸う自由もありますし、家とかそういう場所では、自分でお金を払って

吸っていて健康に悪いとわかっていても、吸っていたりするので、それは止めることはで

きないですし、いいと思うんです。ただ、今日テーマとするのはですね、公共施設でのた

ばこの喫煙ということに絞って話をしていく中で、玉城町として町ですね、町長も健康施

策が一番、健康の施策というのが重点施策になっていて一番ぐらいかなと思う中で、公共

施設でたばこを吸って受動喫煙を、吸ってない人がしてします。 

もっといえば、根本をいえば公共施設でたばこを吸ってはだめということにしたら、た
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ばこを吸っている人もやめるかもしれないですね、たばこを。そういう吸っている人を少

しでも減らすという、吸っている人も健康になってほしいという視点で考えている時代な

んですね。そういった中でいろいろなところが、自治体が建物は禁煙というところが、今

まで多かったりして、敷地内も全面禁煙にして、吸っている人をより健康になってもらお

う。また、受動喫煙の被害をなくそうということを取り組んでいるんですが、まず玉城町

の現状はどうなっているかなということを知らないと思うんですが、病院とか学校とか役

場とか、いろいろな建物があるんですが、町として１つの部署、それがここの建物はこう

しようと考えているのか。それとも各施設ごとにうちは建物内禁煙、また建物内に喫煙場

をつくろうとか、そういう判断をしているのか、そういった部分はどうですか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 公共施設すべて全館管理の部分もございますので、私のほうか

ら統一的な考え方だけ、ご説明を申し上げたいと思います。公共施設は、やはりその利用

者、お客様等々の用途が違いますので、基本的には各施設管理者のほうで管理をするとい

う状況でございます。 

また、公共施設関係につきましては、禁煙関係、すべての公共施設で現在、施設内屋内

禁煙という形で処理をしてございます。議員仰せのとおり受動喫煙ということ、これにつ

きましては、平成 22年の通達によりまして、健康増進法で室内において全面禁煙であるべ

のであるという通達が出されて、玉城町におきます庁舎内につきましては、20年ごろから

２階の部分まで、申し訳ないですけども、３階の部分が最終的になったという中で、室内

の禁煙は全てさせていただいておると。役場庁舎からいきますと、一部２階のベランダ、

そして南側の通用口の外側の部分で喫煙場所を設けておると。 

アスピアにつきましては、喫煙場所として、屋外に喫煙室というものも設けまして、そ

こでの場所、それとまた通用口の外側での指定された灰皿を設置いたしまして、喫煙する

場所を設置いたしております。 

保健福祉会館につきましては、逆に吸える場所につきましては、ふれあいホールの玄関

口、そして、北側の通用口の外側のところに灰皿を設置いたしております。 

中央公民館につきましては、玄関左側の軒下のところに、灰皿の設置。体育センターに

つきましては、東側の軒下、自動販売機の設置をしてあるところの横に灰皿の設置でござ

います。 

保育所につきましては、敷地内全面禁煙。学校関係につきましても、原則、敷地内禁煙

といたしておりますが、諸行事関係の開催時につきましては、指定の喫煙場所に灰皿を設

置し、そこで吸ってもらうようにしておるということでございます。 

そして、また病院ですね。病院関係につきましては、正面玄関の軒下のところに灰皿を

設置、職員関係につきましては、屋上へ灰皿を設置しておると。老健のケアハウスにつき

ましても、お客さん用、家族用ということで、玄関の軒下外側のところに灰皿の設置。職

員につきましては、裏の北側の通用口に灰皿を設置しておるという状況でございます。以

上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 03年施行の健康増進法というのがあって、それはたばこは危険なも

のだから減らしていこうという中で、公共施設は全面禁煙が望ましいという書き方だった

んで、やってないところと、やってあるところがあるんですけれども、今年に入ってから
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厚生労働省もオリンピックとかあって、いろいろなことを、たばこというもののみえ方、

国際世論からみて、そういった時に今の状況は望ましくないということが念頭にあって、

基本的には公共施設の敷地内は全面禁煙、そして受動喫煙を防ぐ対策をとらないところは、

罰則をつけるという新しい法律の検討を始めています。結果はどうなるかわかりませんが、

国際的なスタンダードでは罰則をつけて、たばこを防いだり、公共施設は全面、建物だけ

じゃなくて敷地内も、全部禁煙にするというのが、スタンダードになって、そういう方向

に向かうということで、法律を今、国も考えているという中で、今、玉城町で現状を聞い

た中では、敷地内全面禁煙は保育所と小学校だけで、あとは建物内は禁煙で、敷地内はオ

ッケーということでよかったんですか、大まかには。 

そういうことなんで、まずでは敷地内全面禁煙のところですね、保育所と小学校につい

て話をしていくんですけども、保育所、小学校というところは敷地内も全面禁煙でいいと

思うんですが、実施するにあたって、職員の意見とか、来客者の意見とかあると思うんで

すが、そういったことに決断した経緯というか、考え方はどんなものだったんでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 教育長 山口 典郎君。 

○教育長（山口 典郎） 学校現場におきましては、子どもたちの教育的配慮ということも

ありまして、全面的に敷地内禁煙にしとる学校が、県下ではほとんどになってきました。

そういう点では、一応今のところ敷地内、玉城町も同じように敷地内禁煙という対応をと

らせていただいておると。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） 保育所も学校と同様の考え方で、敷地内全面禁煙にさせて

いただいております。あとまた保健福祉会館のほうにつきましては、多数の方がおみえと

いうことの中での、一応喫煙場所を設けた、屋外に禁煙場所を設けた格好での対応をさせ

ていただいておる状況です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） では、保育所と小学校では建物内もだめなんで、喫煙室というもの

もないですし、敷地内で吸うということもないということで徹底されていて、それで、実

際そういったことで、皆動いているということで、よろしいんですかね。 

○議長（中瀬 信之） 教育長 山口 典郎君。 

○教育長（山口 典郎） 一応、今のところ敷地内禁煙ではあるわけですけども、長年やっ

ぱり昔からたばこを吸ってみえる先生方が、１、２名、各学校にはいて、そういう点では

ちょっと離れながら吸われる先生もみえるみたいです。それで、ただ近年、若い先生方は

ほとんど吸ってみえません。ちょっとお年をめした先生方がほとんどですので、近年はた

ばこを吸ってみえる先生方は激減しておりまして、そういう点では、近い将来、全面的な

禁煙になっていくのかなと思っております。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 僕が見る限りは、あまりそれが守られてない。それは来客者かもし

れませんし、教員かもしれません。吸っているのを見ます。それは、それで置いておいて、

やっぱりルールですので、特に教育機関は子どもたちには吸ってはだめと言っているとこ

ろですので、徹底してほしいですし、基本的に吸ってなくてもいい日常ということはでき

るわけですね。だって全国でいろんなところで、例えば病院とか役場とか、敷地内の全面

禁煙にしているわけですから、吸っている人は、吸わないことができるわけです。我慢す
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ればいいんですし、我慢できない人は病院にいくしかないです、アルコール中毒とか、ニ

コチン中毒、そういうのと一緒なんで、病院へ行って治していただいて、だから、その人

たちに配慮して、ルールを逸脱してちょっと見逃すとかというのは、ちょっと論外かなと

思うので、徹底していただいて、来客者の人にもわかるように、ここは禁煙なんだよとい

うことを徹底してほしいと思います。 

それで全面敷地内、建物も敷地内も禁煙のところは、そういう徹底をちゃんとしていた

だければいいかなと思うんですが、次は建物内は禁煙ですが、敷地内は吸っていいという

ところが、あと全部のアスピアとか、役場もそうですし、福祉会館とか病院とか、中央公

民館も全部そうなんですけども、中でも特に福祉会館と病院、ここについては健康を取り

戻しにきたり、福祉、保健というのは、皆さんの健康とか、そういったものを普及する場

所であるのに、そういう世界的にも、科学的にも確実に認められている危険な、有害なも

のですね、そういったものを吸えるような状況があって、それがどうなのかなというのは、

私はちょっと考えとしてはあります。 

そういった意味で、保健福祉会館と病院、そこは玄関で吸っていいということになって

いたんですけども、例えば保健福祉会館だったら、子育てとか、そういうことをやってい

るんで、妊婦の人とか通りますよね。病院も病気の人が基本的には来るわけですから、そ

ういった人が通るところに喫煙場があると。そういったことについて、本当は私自身は敷

地内全面禁煙にしたほうがいいかなと思いますし、国もそういう流れの中で、何年後には

なるんかもしれませんけれども、現状の中でそういった場所でいいのか、どういった考え

をもって、保健とか病院のところを、普通なら禁煙でもおかしくないところが、玉城町は

吸ってもいいようにしているのか。そういったところを、まずそこの２個の管理者という

か、担当者お願いします。 

○議長（中瀬 信之） 生活福祉課長 中村 元紀君。 

○生活福祉課長（中村 元紀） おっしゃるように保健福祉会館は健康づくりにも取り組ま

させていただいておりますし、子育て支援の拠点ということにさせていただいてございま

す。ただ、今、設置させていただいていますのが、ふれあいホールの入口付近の玄関とい

うことでございますので、一般の方ですが、子育ての関係の方等については、福祉会館の

正面玄関から入られる関係で、若干配慮をさせていただいておるという状況でございます。 

ホールのほうにつきましては、いろんなイベント等も開催されておりまして、そこにみ

える方等のことも配慮した中で、今の段階としては法的には、受動喫煙につきましては、

法で制限をされておるんですけれども、受動喫煙につきましては、あくまで法でいきます

と、室内なりということで、室外については規制がされてございませんので、ただいろん

な指針というんですか、今回、27年６月からの職場の関係の受動喫煙の防止対策、事業者

に義務付けをされましたので、その中にはいろんな受動喫煙を防止するための効果的な手

段というのが示されてございますので、この辺を考慮した中での運営をさせていただきた

いと、今のところ考えてございます。 

○議長（中瀬 信之） 病院老健事務局長 田村 優君。 

○病院老健事務局長（田村 優） 現在、病院におきましては、玄関の横で喫煙所を設けて

おるわけでございますけども、場所につきまして、今後、少し移動ができるかなというこ

とで、病院の運営委員会のほうで検討をさせていただきたいと思います。よろしいでしょ

うか。 
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○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 特に病院、この 2015年 12月の東京新聞にあるんですが、全国で 20

床以上あるベッド数の病院を調査して、8,500あって 50％以上は、50数パーセントは敷地

内を含む全面禁煙としているんですね。隣の伊勢市の日赤も敷地内全面禁煙で、妹が看護

師しているんで聞いたんですけども、お医者さんも吸うところがないので、敷地外に出て

病院の駐車場とか、病院内の喫煙場じゃなくて、勤務をしている人で吸いたい人があって

も、休憩時間とかに敷地外に行って吸っているということなんですね。そういうことをす

るべき場所、時流、昔の感覚でいうと、たばこというのは一種の楽しみのようなところが

あって、その人たちに配慮する空間やお金というのが、必要あるというような概念やった

のかもしれませんが、時代は進んで自分自身も健康でなくなる、また回りにも健康被害を

及ぼすという中で、ちょっと考えがもう変わってきている節目になっていると思いますの

で、町としても健康が施策の中で重要視されている町なんで、ちょっと先陣をきってやっ

てもらうぐらいがいいかなと思います。 

それで、次に役場とかの話になって、建物内全面禁煙なんですけども、２階のベランダ

とかで吸っていたり、入口の軒下とかで吸っているのも、いいのかどうかという判断はど

うなんでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 22年の厚生労働省からの通知文書によりますと、室内において

禁煙ということで定められておると認識をしておりますので、軒下であっては窓を閉めて、

入口を閉めてという形で配慮しておる状況でございます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 喫煙所とかが室内にあっても、受動喫煙防止の対策に完璧にはいか

ないというのは、扉の開閉とかがあって、そこから空気が入ってきて、煙が入ってきて、

喫煙室というものがあったとしても、よくないということで減っていって、そういう喫煙

所とかが三重県も、今年に入ってから県の建物内は全部禁煙にしましたね、どの施設も。

なので、そういうことがあるんですが、ベランダとかやと同じことなんじゃないかなと思

うんですが、国の指針みたいなんに則っておって、考えているのか、それとも実感として

課長はそういう煙が入ってこないという感じがあるのか。それは現実としてはどうですか、

法的な言葉とか指針ではなく。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 国におきますガイドラインにおきましても、屋外での昇降口等々

の喫煙のモデルというのが、事例的に発表がされております。それらに基づくような形の

中での対応をしておるような形でさせていただいております。今、議員仰せのとおり、入

口の開閉という部分につきましても、必ず閉めるような形での対応を職員に周知を図って

おるところでございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） ここまでいろいろな施設の話をしてきましたが、町長としては、今

のこんな感じでいいんですかね。やってもらいたいなと思うんです。これは町の判断でで

きることですし、楽しみを奪うわけではないので、公共施設だけの話ですんで、吸ってい

る、例えば職員の人たちには、止めづらいなという人がいるかもしれませんけれども、公

共施設全面禁煙に、敷地内もしたら、やめる人がいるかもしれません。新聞でもありまし
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たけど、学校が全部、県が全部禁止にしたところ、４割の教職員がやめたという報道もあ

ったので、そういった意味、僕もたばこ吸いませんし、たばこが煙いっぱいあるようなと

ころは、よう行かないので、例えばご飯屋さんでも、パチンコ屋さんでも、入ることも臭

いなと思ってできませんけれども、本当の目的は吸っている人たちをやめてもらって、健

康になってもらうというのが目的なんで、そういった意味も込めて、そして、受動喫煙も

なくすという意味も込めて、町長、健康がすごく大切な施策ということで頑張られていま

すので、そういった意味で今、どうですかね。こういう状況を見て、町長としての考えは。 

○議長（中瀬 信之） 町長 辻村 修一君。 

○町長（辻村 修一） それぞれたばこを吸われる方、ずっと先ほど答弁で申し上げました

ように、長年ご自身のいうたら嗜好品でありますから、第一にやめるということは非常に

難しいんではないかなと。議員さんの中にもおみえでありますし、しかし、健康の面から

は努めて控えていただくことが、ご本人の健康管理になるということは、吸っておられる

方も十分ご承知だと思いますので、時間はかかりますけれども、できるだけご理解をいた

だけるような働きかけというのは必要かなと、こんなふうに思っています。 

職員の場合は、労働安全衛生委員会というのがございまして、そこでたばこをはじめ、

職員の健康管理について、意見交換したり、やはり健康で仕事に従事していただくことが

大事だということの対策も講じておるということでもございますし、これは少し時間がか

かりますけども、是非ご理解いただくような啓発は進めていく必要があると。 

それから、今の質問の中にもありましたけれども、特に国あたりも、あるいはオリンピ

ックもありますけれども、そういうところでの、さらにいろんな対策が講じられてくると、

そういう状況も踏まえながら考えていかなければいかんのではないなと、こんなふうに思

います。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 施策としては、そういう方向の話はわかりましたが、施設としてど

うしていくかということは、あまり進展があるような感じではなかったんですけれども、

国としても動いているんで、いずれ３、４年後とかになるかもしれませんので、そうなっ

た時に後手を踏まないような町なっていってほしいと思います。 

そして、施策としては、今日は施設での喫煙、禁煙の話だけしましたが、禁煙外来に行

く案内とか、たばこを吸わないようにするような福祉、健康増進の施策とか、そういった

面があるので、またそれは機会をみて、たばこという面で、質問させていただきたいと思

います。今回は公共施設の禁煙については、とりあえずは今の現状と、病院のほうはちょ

っと考えていただくということだったんですが、変わらないということなんで、今のルー

ルを周知して、ちゃんとしてほしいなと思います。 

今、１個だけ、敷地内は喫煙オッケーということは、例えば夏まつりとかで、そこのお

城広場とかは、あそこはたばこを吸いながら歩いてもいい場所なんでしょうか。それだけ、

公園ですね、それはどうですか。 

○議長（中瀬 信之） 教育長 山口 典郎君。 

○教育長（山口 典郎） お城広場も草のところですので、火事対策として禁煙をしており

ますので、屋内体育館の前に、１つ設けてあったと思います。そこで吸う人が多いと思い

ます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 
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○８番（北川 雅紀） それも多いと思いますなんで、ここが喫煙場なんですという案内を

してほしいなと思います。そこ初めて来た人とか、特にお祭りとかですね、サッカーやっ

ていて、ほかの自治体から試合に来る人とかいるんで、やっぱり小学校も一緒で、ここが

喫煙場所なんだよ、ここは喫煙したらあかん敷地なんだよということを明確にしてほしい

なと思います。これでたばこのことは終わりまして、次に公共施設のＷｉ－Ｆｉ環境につ

いてということに、質問は移ります。 

Ｗｉ－Ｆｉというのは無線のネットワーク、ローカルエリアのネットワーク、無線ＬＡ

Ｎというものですが、携帯は通信会社とネットワークがつながっていて、いろいろなヤフ

ーとか、グーグルとかにつなげて、通信がつながって情報を得られるということがあるん

ですが、Ｗｉ－Ｆｉというのは小さなエリアにネットワーク通信がつながって、その情報

や接続できるというものなんです。 

近年、これを公共、行政とかが、公共施設とか、公共施設でないいろんなところに設置

して、特に多いのは観光の町ですね、観光の町は外国人とか来たり、観光客が来るんで、

そういったものをいろんなところに設置して、旅行客とかに使ってほしいというような感

じて、サービスとして付けたり、防災の観点でもすごく有益なことなんで、付けたりして

います。そういった中で、玉城町の現状として、このＷｉ－Ｆｉというものが、設置して

いるのかどうか。それはまた無料なのか、有料なのかということを、現在の玉城町の状況

う伺います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 現状での町営でのＷｉ－Ｆｉの設備はございません。通信業者

におかれます機器等が設置され、スマートフォン利用者のＷｉ－Ｆｉというものが、町営

でありませんけども、役場の一部のところとか、公共施設の中での一部そういう設置をし

ておる場所があります。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 今のちょっと詳しく教えてもらっていいですか。どういったことな

んか、通信業者がやって、行政がお願いしてやってもらっているのか。あっちが好意で好

きなところに付けていっているのかとか、なんかそういうのがあるんですか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 通信業者のほうで、その施設からの要請に基づいて、家庭用の

Ｗｉ－Ｆｉ機器のようなルーターを設置をするという内容で、公共して大きくエリアをカ

バーするというものではありません。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） お金はどうなっているんですか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 電源供給が必要でございますので、電源供給の電気代、電気代

のほうは役場のコンセントにつなぐという形で、役場というか公共の電気のコンセント、

一種のコンセントにつなぐということで、ランニングコスト、ほかにかかるランニングコ

ストというのはございません。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） ランニングコストがないということ、通信業者とかが負担するよう

なサービスというか、自治体だけにやっているのか。どういった仕組みなんですか、それ
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は。 

○議長（中瀬 信之） 暫時、休憩します。 

（14時 58分 休憩） 

（15時 00分 再開） 

○議長（中瀬 信之） 再開します。 

  総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 通信業者２社、具体的に申し上げますと、ドコモとソフトバン

クさんのほうのルーターを置いていただいておると。これにつきましては、玄関口のとこ

ろに、そういう設置箇所ということで、シールのほうで明示をさせていただいておるとこ

ろでございます。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 今の話ですと、行政というか、玉城町がそういうドコモやソフトバ

ンクに置いてくださいというと、あっちの経費負担で、そういった無線ＬＡＮのＷｉ－Ｆ

ｉを置いてくれるというような認識でいいんですか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） ソフトバンクにつきましては、町の以前からの補助事業関係の

関連もあって、設置をしていただいたと。ドコモについては、役場関係、こちらからの要

請に基づいて対応をしていただいたという結果でございます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 僕は結構こういうこと詳しいほうなんですが、それは知りませんで

した。そういうネットワークがどこにあるのか。どういうふうになって、僕たち住民もつ

ないでいいのかということは、わかっていませんでした。 

今の若い人たちは、携帯電話の通信料、それは 8000円とか 5000円とか、2000円とか、

いろいろプランがあるんですが、それを割安のところに抑えて、それでＷｉ－Ｆｉとかに

つないで無料なんで、どれだけ使っても通信料はあがっていかないので、そういったもの

に工夫しています。それは若者と限らず、そういう知識のある人はやっていることやと思

います。そういった中で、公共で例えば伊勢ですと、伊勢図書館、小俣図書館、ハードプ

ラザみその、フットボールビレッジとか、賓日館（ひんじつかん）とか、そういったとこ

ろに行政が公衆無線ＬＡＮのＷｉ－Ｆｉを設置して、そこを使う人に提供しています。図

書館とかフットボールって、そういったところはわかるんですけれども、ほかのそういう

福祉健康センターとか、そういったフットボールのところ、そういったところにまでサー

ビスとして提供しています。それは観光地でなくて、基本的にはたぶん住民が使う施設な

んですね。そういった中なんで、玉城町もそういった場所が、今言った感じですと、役場

とトレーニングセンターですか、そこに設置あるというので、それはやっぱり住民に周知

して、住民にもサービスを提供するということが目的だと思うんで、それを案内するよう

なことはしてください。その案内状況はどんな感じでしょうかね。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 近隣の町村でも公共施設のほうの設置ということで、フリース

ポットという程度の中で、設置をされておるかと思います。当町におきます今、申し上げ

ました部分につきましては、本当にわずかなエリアだけしかカバーできない。施設一体を

カバーするものじゃなしに、玄関の本当に窓口の部分、そして、２階の部分も、３階まで
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逆に届かないという状況のものでございます。 

  その表示関係につきましては、公共施設ＬＡＮということで、施設全体をカバーするも

のでないということから、玄関先等々への、そういうシールの掲示等にとどめておる状況

でございます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 今、付けているところは聞いたんですけども、アスピアとか、つま

り観光施設というのは、一番ニーズは高いと思うんですね、不特定多数の人が来るので、

そういったここに付けて、ここに付けないというのは、それぞれの施設の人が考えるべき

ことなんか、それとも総務課とかでいっぱい無限に付けてくれるんやったら、要望したら

いいのか。それともドコモやソフトバンクが何個までにしてくださいと言われているのか。

便利なところにはたくさん付ければいいと思うんですけども、そこら辺はどうですか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） ソフトバンクにつきましては、補助事業の関係で以前からの通

信関係をもちまして、結構幅広く公共施設の設置をしていただいた状況でございますが、

ドコモにつきましては、やはり利用率等の設置、利用状況ということを勘案されて、設置

が限定されておると認識をしております。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） やっぱりそれはただやってもらっていることなんで、限界があった

り、あちらとして判断があって、しかるべきやと思うんです。そこで、今まではちょっと

観光という面で話があって、観光施設にはようけあるということは当たり前かと思うんで

すが、まだ玉城町は観光という面が弱いんで、防災という面で、このＷｉ－Ｆｉの大切さ

なんですけど、東北とか熊本の震災があって、自治体内部の通信が電話とか、そういった

ものが使えなくなったと。それは１カ月とか、何カ月という単位の行政もありましたし、

またインターネットがケーブルでつながっているようなところが、ほとんどだと思います

んで、そういったところは使えなくなったと。 

そうすると、職員間の情報のやり取り、また住民のやり取り、そして住民が他の県外に

いる人との情報のやり取りというのができないと。そういった中で、報道にもあったんで

すけれども、ネットワークですね、電話とかインターネット、有線とは関係ないＳＮＳと

か、ツイッターとか、フェイスブックとか、そういったもので情報をやり取りして、それ

が災害時にすごく役立ったと、例えばここに物資がないって、携帯で無線、Ｗｉ－Ｆｉと

かつながっておる人が連絡して、そこに物資が届いたとか、安否がこうだよ、現状がこう

だというのがあったというのが、すごく現代の社会の中で、そういったものが活躍して災

害時荷役だったというのがあったんですけれども、そういった視点で見ていくと、先ほど

までのは観光とかの面で、無料でやってもらえることは、やってもらうとか、役場の玄関

に置いて、あちらさんがデータを得たいとか、使える範囲で使ってもらうということはあ

ったんですけれども、ここら辺も大地震が起こるようなエリアになっていて、そういう通

信障害とか、職員のやり取り、もう電話もインターネットもつながらない状況が極めて想

定されるエリアなんで、そういうＷｉ－Ｆｉを公共の施設とかに整備しておけば、何かそ

ういう震災時に役立つという視点で見るとどうでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 若干Ｗｉ－Ｆｉでの取扱い等々におきまして、違いがあるのか
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なと。Ｗｉ－Ｆｉの部分につきましては、そこのエリアをＷｉ－Ｆｉにするというんです

けども、そこと元とのつなぎ方を無線でするのが、有線でするのかという大きな問題も出

てこようかと思います。熊本の地震の話もございました。熊本の地震の被災地、避難所等

において設置されたＷｉ－Ｆｉ環境につきましては、主に携帯電話の事業者、移動通信の

ほうの事業者のほうが、臨時の無料の公衆無線のＬＡＮの設置を進めまして、通常有料で

提供している公衆無線ＬＡＮサービスを、九州全域で、無料で開放したということであろ

うかと思います。 

  熊本市の中で一部補助事業によりまして、防災情報ステーション整備事業ということで、

た、６箇所のみが公共的に設置されたところあると聞いております。また公衆無線ＬＡＮ

の環境整備にしても、先ほどお話させていただいたように、地震の発生時を想定した場合、

電気が蓄電池、発電機等々に供給が可能であったとしても、インターネット回線の環境が

遮断されてしまうと、その先が使えないと。衛星通信とか、そういう形にならざるをえな

いということから、地域防災計画におきましても、指定公共機関ということで、今申し上

げます通信事業者の設備面での災害予防、通信施設の防災対策、バックアップ対策、また

災害上の九州でも活躍した移動基地局車両の配備ということ、またそれの配置計画を検討

するように要請をしておりますし、通信計画、災害時の通信計画におきましても、通信の

確保のために必要な措置を講じるように定めておるところでございます。 

  総務省のほうで、地方自治体公衆ＬＡＮの環境整備の手引きというものが、平成 26年に

出されております。事例といたしまして、地方公共団体において 10施設にアクセスポイン

トを 50台設置した場合、初期費用として、初期費用とは別に維持管理、ランニングコスト

といたしましては、年間約 130万から 400万円と、大きな幅の違いがあるんですけど、試

算をされておるということでございます。 

初期費用にかかる補助メニュー的な部分でいきますと、２分の１の補助ということもご

ざいますので、この費用対効果を考えながら検討を進めたいと考えておるところでござい

ます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） そういう高額なものは県とか国が災害時にやってくれるんでいいん

ですが、僕が考えているのは、例えば学校ってインターネットにつながっていますよね。

授業で使うんで、パソコン授業とかあるんで、そういったものを、あそこは避難所なんで、

Ｗｉ－Ｆｉができるように、すぐしておいたら、体育館にみんな避難してきた、でも通信

つながってない。その時あそこの学校がＷｉ－Ｆｉやったら、みんな電話とかできないか

もしれません。通信障害とかａｕとかドコモがあったら、でもネットワークにつながって

おったら、フェイスブックとかツイッターとかＬＩＮＥとかで、ＬＩＮＥで僕は無事やよ

とかいえるということなんですね。つまり何か余分なお金を使って、多少はいるかもしれ

ませんけれども、今できるような環境がありながら、そういうことを想定して便利にして

いないというようなことが思うので、そういった部分では、例えば役場もそうやと思うん

です、インターネットがつながっているんですよね。それを無線のＷｉ－Ｆｉでとばして

おけばいいだけの話で、そういった観点からなんか考えたこととか、今、聞いてどうです

かね。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 確かに役場、そして学校施設関係につきましても、インターネ
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ット環境を整備しております。今、私申し上げましたとおり、そこの施設のＷｉ－Ｆｉと

いうのは整備は可能だと思うんですけれども、そこへ来ますインターネット等の線という

んですか、環境につきましては、有線のほうで全部つないでおりますので、そこの有線が

災害時、遮断されればＷｉ－Ｆｉ環境も使えない、そこのエリアだけしか使えないという

状況になろうかということで、今、申し上げたとおりでございます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） それはわかっているんです。その大元の線が切れていたら、使えな

くなるのは当たり前なんですけども、無線のものを国とか県が持って来てくれるというの

か、最悪の事態やとは思うんですね。電話とかインターネットとか、それ全部回線が違う

ので、電話が使えないけれども、インターネットのほうは生きていたら、インターネット

でＬＩＮＥとかで通話できますよね。なんで、そういったバックアップを全部考えると、

つないでおいて何も損もないですし、日常的にもそういうＷｉ－Ｆｉをとばしておけば、

住民のサービス向上になるという視点なんですけども、どうでしょうかね。単純に防災計

画という観点とか、それとアスピアとかやったら、インターネットがつながっているんで

すけれども、観光客へのサービスとか、そういった面でとばしておいてもいいと思うんで

すが、そういったことは今後、今まで考えてなかったのかもしれませんが、今後、考えて

いってもらうというような視点とかでは、どうですか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） １つ大きな部分での問題というのか、今現在、役場なり、学校

関係で使っております環境につきましては、外部との遮断、一般との遮断ということで、

内部情報系の部分を持っておる関係でございますので、フリーにしてしまいますと、セキ

ュリティーの問題が出てきます。現在、今、国におきましても、強靱化計画ということで

補正予算のほうで、３月にお認めをいただき、今年度、繰越の中での経費を計上いたして

おりますけれども、そこで県がそういうセキュリティーの大きなクラウドという方式の中

で、対応を今検討をいたしておるということで、役場の中につきましても、現在、内部情

報系にわかれるインターネットの部分を、Ｗｉ－Ｆｉ環境の中で整備できないかというこ

とを検討いたしております。 

それにつきましては、今、私が申し上げましたとおりセキュリティーの関係がございま

すので、フリーにしてしまう部分で可能かどうか、それにつきましては、また運用の部分

でございますので、役場の中の委員会等で協議をしていきたいと考えております。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） ちょっとこれ専門的というか、でも新しいことですが、有意義なこ

とやと思うんで、これが事実として発達していって、確立して、ほかでもやっていること

なんですけども、玉城町としても小さいとか関係なく、そういったことを取り入れていっ

てほしいなと思います。そして、質問に書いてあることなんですが、学校ですね、学校は

タブレット授業とかで、Ｗｉ－Ｆｉを完備しているところがあるんですが、そういった計

画とか、実際まだタブレット授業はしてないんですけども、電子掲示板とか、そういった

ものの中で、職員の福利厚生という面でやっている自治体もあるでしょうから、そういっ

た面では学校はどうですかね。 

○議長（中瀬 信之） 教育長 山口 典郎君。 

○教育長（山口 典郎） 学校の子どもたちに普及した時点で、新しいＷｉ－Ｆｉ等は考え
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ていきたいと思っています。でなければインターネット、ＩＣＴにつきましては、日進月

歩の進歩がありますので、そういった点では古くなってしまうということもあると思いま

す。そういった点で、その時に応じた対応をしていきたいと思っておりますし、今、１つ

デジタル教科書が、今、新聞等にも先日も載っておりまして、文科省の有識者会議が答申

をしたという形が出ております。 

そういった中で、今これから数年たった時に、デジタル教科書を学校へ入れなければい

けないとなると、うちとこの児童生徒が中学校、小学校で 150名おります。そして、タブ

レット、それからデジタル教科書を、そのタブレットやそんなに入れながら、ソフトも入

れながらやりますと、２、３億の金が今のところ要ります。 

そして、教科書が変わるごとに、またソフト等も変わっていったりしますと、４年に１

回２億ぐらいのお金がいってくるとなります。そういった点でデジタル教科書も、財源の

ほうが非常に必要ですし、もう１つ教育について、私どもが考えておる中では、タブレッ

ト式のいわゆるＩＴの授業というのは、いろいろと韓国でも先陣でやっておったんですけ

れども、今のところ実施しておるところは、非常に楽しくやっておるというんですけども、

韓国なんかは先陣で何年も前からやっておりますけれども、学力が定着しないというんで

す。いわゆる子どもたちがタブレットをぽんぽんぽんぽんめくってきます。そういった時

に、教科書を読まない、じっくり読まないという状況になってくるというので、やはりそ

ういった点でのいわゆるデジタル化というにも、長所、短所があるんではないかと思って

おります。 

今のところ私どもとしては、学校が理科の授業や、それから英語の授業で、非常に楽し

く子どもたちは元気に頑張っておるんですけれども、そういった点で、ＩＣＴの電子黒板

を使って、子どもたちに注目をさせて、しっかり学習をさせるという方向をとっておりま

すので、今のところ直ぐに何億もかかる、デジタル教科書を、タブレットを導入するとい

うのは、少し早いかなと思っておりますので、私は今、考えておりません。以上です。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 僕もタブレットとか、そういった系はまだ先進地がやっているだけ

ですので、もうちょっと結果とか、そういうのを見てからやったほうがいいかなと思いま

す。新しいものが好きな僕ですけれども、そう思います。でも、防災のさっきいったよう

に、防災の観点から小学校は、避難所なんで、そういった視点からそういうタブレットと

かは今いいんですけども、Ｗｉ－Ｆｉをとばしたりして、避難所として有意義に使えるよ

うな環境というのは、総務課だけが考えるんじゃなくて、学校からも言ってもらったら進

んでいって、何か起こった時に有意義かなと思いますので、そういった視点で取り組んで

いってほしいと思います。 

○議長（中瀬 信之） 教育長 山口 典郎君。 

○教育長（山口 典郎） 先ほど小中学校で、玉城町で 150人といって、失礼しました。1,500

人です。すいません。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） これでＷｉ－Ｆｉの質問は終わりまして、最後に電気、電話、光回

線とかインターネットとか、そういったものが各公共施設でどうなっているのかというこ

とを質問します。 

４月から電力自由化になって、それは一般家庭の話なんですけども、一般家庭も電力会
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社とか、電気のプランというものを選べるようになりました。それは何百社とあって、そ

ういう中から選べるようになりました。公共施設のほうは 2000年から、そういう電力の自

由化というものが始まっていて、それは大きなところを対象にした自由化だったんで、玉

城町の各施設がどの年代の電力自由化に当てはまって、どうなっているのかということも

あるんですけれども、基本的にはこの４月から、企業がプランをたくさん提示してきたの

で、この４月に入ってから、今まで継続していたものも見直したりして、一番玉城町とい

うか、各施設になるかもしれませんね。各施設にとって一番有効的な電気料金プランを選

ぶということが必要なんではないかと思いますが、まず最初の質問なんですが、そういっ

たことを検討したのかどうか。そして、検討した結果はどうだったのか伺います。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 電力の自由化に伴います内容でございます。このプランの検討

ということで、これにつきましては、平成 12 年から 2,000 キロワット以上の特別高圧は

自由化ということで始まりまして、16年に 500キロワット以上、27年から 50キロワット

ということ今年から低圧のほうが、４月に始まったということであろうかと思います。 

  当町におきます部分につきましては、27年８月１日に高圧の電力の分、役場、４保育所、

４小学校、中学校、中央公民館、ふれあい館の 12 施設におきまして、大手電力会社から

エネルギーサービスプロバイダーを通しての特定規模電気事業者との契約変更をし、電力

の供給を受けておるところでございます。契約に関しましては、災害時の対応を含め、電

気供給の安定性を重視し、電気事業者の資本面、発電保有等の部分、環境面の問題、地方

自治体での実績等々を包括的に考慮する必要があろうかと思われます。 

  これらを当町が、独自で電気供給業者を供給することは非常に難しいということから、

また、多くの課題があるということで、他の地方自治体でも捉えておる、今、申し上げま

したエネルギーサービスプロバイダー事業社を仲介することにより、経済面、信頼性、安

定性を補償した電気供給事業者を選定することとした状況でございます。 

因みに 12施設での８月から３月までの削減、効果額ということでございますが、従前で

いきますと、従前また実績で差し引きをいたしますと、343 万 9,000 円の減額、そして、

業務委託料のほうが 114万 1,000円かかりますので、実質的には 229万円程度、年額にい

たしますと、約 345万円程度の削減効果があったという状況で、高圧の部分につきまして

は、そのような形で進めておるような状況でございます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 2000年からそういう電力自由化を、大型のところに向けては始まっ

たんで、その過程の中で変えたというのはわかりました。４月から変えたというのは、見

直したとか、変えたというのはどうですか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） ４月からの低圧部分につきましては、現在まだ検討段階である

ということでございます。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 対象施設はあるんですか。大きいところは 12 施設ということなん

すが、その４月からの分で対象するような施設というのは、町ではどんなとこなんでしょ

うか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 
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○総務課長（田間 宏紀） 低圧の部分につきましては、高圧と分かれる部分ということで、

ほとんどの施設がそのような対象施設になってこようかと認識しております。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） 例えば和歌山市なんですけども、和歌山市は公共 80 箇所で電力を

使用しているようなものがあるんですが、今月から来月にかけて順次、電力会社を切り換

えると。それで従来に比べ全体で、年間１億 3,000万円の経費削減になる見込みというこ

となんですね。そして、その手法として、一般競争入札を実施してやったということなん

ですね。和歌山市は規模がでかいので、そんな１億 3,000万というような話は、玉城町の

場合はないかと思いますけれども、やっぱりこの４月からの話で、そういったことが他の

自治体ではできていると。特に何百社も電力がきて、玉城町の場合ほとんどが４月からの

該当する電力の自由化が、プランとして盛り込まれる、該当される施設ということですの

で、やっぱり一般競争入札したほうがいいと思うんですね。 

自分たちが考えるよりか、あっちが案を持ってきてくれた中から選んだほうが、効率が

いいので、そして、結局は全部同じ電力で、下がるのは料金だけとか、その施設によって

ネットがつないでおって、電力もあって、保険もあって、それが一体になるとグループと

して安くなるとか、千差万別かもしれませんけれども、そういった１億 3,000万円、和歌

山あるというんで、玉城でも何百万か何千万か安くなるということが像像できますので、

今検討していただいているといったんで、今年度中、早いほうが絶対いいと思うんですね。

電気って別に毎月のことですので、そこで変えてもいいと思いますので、そういったこと

を具体的にやっていくということが必要だと思うんですが、どうでしょうか。 

○議長（中瀬 信之） 総務課長 田間 宏紀君。 

○総務課長（田間 宏紀） 今、お話のありましたインターネットの世界での回線、また保

険のところ、当町におきましても、調査を進めておる段階でございますが、今現在、多く

のところでみられる個人向けの部分につきましては、支払い等々個人向けの申込制、また

支払いがクレジットの引落、そして、口座引落ということ等になりまして、地方公共団体

との契約、支払猶予関係がまだ整備をされてない状況ではございます。先にも申し上げた

とおり、経済性もさることながら、信頼性、安定性が重要であると考えておりますので、

今、議員が仰せの中での一般競争入札、この公正性と機会均等の理念に基づきました部分

につきましても、十分留意をしながら進める必要があると考えてございますので、このよ

うな情勢を把握しながら経費削減に向けた、今後検討を進めていきたいと考えております。 

○議長（中瀬 信之） ８番 北川 雅紀君。 

○８番（北川 雅紀） やっぱり行政って、昔と違って利益を配分するという時代は終わっ

て、お金がないんで、いろんなサービスを切り詰めたり、住民の人たちにこれはちょっと

我慢してくださいという時代になってきたと思うんです。そういった中、やっぱり努力し

やないかんのは、その言っておる本人、行政自体がそういう切り詰める努力をしてくれる

ということが必要だと、僕は思うんですね。政治家とか行政はもう住民の嫌われることを

いっていく、そういった時代になってるんで、それに見合うだけの努力、能力、アイデア

とか、知恵を付けていく、そういった部分にこの電力はなるんじゃないかなと思っている

ので、先ほど言ったようなことも、危険性としてはあるんですけれども、全体として流れ

とか、他の自治体を見ても安全性のほうは、メリットのほうが高いと思うので、そういっ

たようにやっていってほしいと思います。 
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これで、今日の私の質問は終わらせていただきます。 

○議長（中瀬 信之） 以上で、８番 北川 雅紀君の質問は終わりました。 

  これで本日の日程は、全部終了しました。明日 10 日は午前９時から本会議を開き、提

出議案に対する質疑を行いますから、定刻までにご参集願います。 

  本日はこれで散会します。御苦労さまでした。 

   

（15時 26分 終了） 


